
2022/02/22 23:03:24 / 21818864_山崎製パン株式会社_招集通知

表紙

第74回
定時株主総会招集ご通知
開催日時

開催場所
2022年３月30日（水曜日）午前10時

東京都千代田区紀尾井町４番１号
ホテルニューオータニ　ザ・メイン宴会場階　鶴の間

新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、
書面またはインターネット等により事前に議決権
を行使していただき、株主総会当日のご来場は、
ご無理をなされませんようお願い申しあげます。

株主総会にご出席の株主様へのお土産およびお飲
み物の提供は取りやめさせていただきますので、
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

　

目次
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■監査報告書 48
■株主総会参考書類 54
第１号議案 剰余金の処分の件 54
第２号議案 定款一部変更の件 55
第３号議案 取締役（監査等委員である取

締役を除く。）11名選任の件 64
第４号議案 監査等委員である取締役４名

選任の件 72
第５号議案 取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の報酬額設定の件 77
第６号議案 監査等委員である取締役の報

酬額設定の件 77
第７号議案 退任取締役及び退任監査役に
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狭義招集

証券コード2212
2022年３月８日

株　主　各　位
東京都千代田区岩本町三丁目10番１号

代表取締役社長 飯　島　延　浩

１．日　　時 2022年３月30日（水曜日）午前10時
２．場　　所 東京都千代田区紀尾井町４番１号

ホテルニューオータニ　ザ・メイン宴会場階　鶴の間
３．目的事項
報告事項 1.第74期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）事業報告の内容、連結計

算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の
件
2.第74期（2021年１月１日から2021年12月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）11名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役４名選任の件
第５号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件
第６号議案 監査等委員である取締役の報酬額設定の件
第７号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

第74回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、書面またはインタ
ーネット等により事前に議決権を行使していただき、株主総会当日のご来場は、ご無理をなされませ
んようお願い申しあげます。
　なお、書面またはインターネット等により議決権を行使される場合は、お手数ながら後記の株主総
会参考書類をご検討いただき、下記の「議決権行使方法のご案内」をご参照のうえ、2022年３月29
日（火曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
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狭義招集

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、2022年３月29日（火曜日）午後
５時までに到着するようご返送ください。なお、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成
の表示があったものといたします。

(2) インターネット等による議決権行使は、2022年３月29日（火曜日）午後５時までに行って
ください。

４．議決権行使方法のご案内
（議決権行使に際しましては、同封の「議決権行使のご案内」をご参照ください。)

［書面により議決権を行使される場合］

［インターネット等により議決権を行使される場合］
(1) 当社指定のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトまたはパソコン用議決権行使ウェブサ

イトにアクセスしていただき、画面の案内に従って、議案に対する賛否をご入力ください。
議決権行使に際しましては、同封の「議決権行使のご案内」２ページから３ページの「イン
ターネット等による議決権行使」をご確認ください。

(3) インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行使されたものを有効
なものといたします。

(4) 書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、当社へ後に到着したも
のを有効なものといたしますが、同日に到着した場合には、インターネット等による議決権
行使を有効なものといたします。

［当日ご出席される場合］
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。

以　上

１. 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として、議
決権を行使することができます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

２. 事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（https://www.yamazakipan.co.jp）に掲載させていただき
ます。
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事業の経過およびその成果

〔添付書類〕 事業報告（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過およびその成果
　当期におけるわが国の一般経済環境は、新
型コロナウイルスの感染拡大により、緊急事
態宣言が長期間にわたり、厳しい状況が続き
ましたが、９月末に緊急事態宣言が解除さ
れ、経済活動が正常化に向かう中で、持ち直
しの動きが見られました。
　当業界におきましては、新型コロナウイル
スの影響が長引く中、巣ごもり需要はありま
したものの、緊急事態宣言解除以降、物価上
昇も懸念されお客様の節約志向が更に強ま
り、販売競争が一段と激化しました。さら
に、主原料の小麦粉に加え、卵や糖類、油脂
などの原料価格の高騰もあり、収益が圧迫さ
れる厳しい経営環境となりました。また、コ
ンビニエンスストアやフレッシュベーカリー
の小売事業につきましては、駅やオフィス街
立地を中心に緊急事態宣言の影響を受け厳し
い状況が続きました。
　このような情勢下にありまして、当社グル
ープは、緊急事態においてパン、和菓子、洋
菓子類を緊急食糧として社会に提供するとい
う新しいヤマザキの精神に従い、新型コロナ
ウイルス感染拡大の中で製品の安定供給体制
を確保するため、パート、アルバイトを含め
た 全従業員 を 対象 として 検温 を 実施 し 、
37.2℃以上の発熱がある者は自宅待機とし、
また発熱がない場合でも倦󠄁怠感や味覚・嗅覚
がない等の新型コロナウイルス独特の自覚症
状がある者も自宅待機とし、この自宅待機者
数とＰＣＲ検査陽性者数を日々管理しまし
た。また、マスクの着用や手指の消毒など日
常の感染防止対策に加え、ＷＥＢ会議等を活
用して事業所間の出張を制限するなど感染防

止対策を徹底するとともに、多人数による会
食の原則禁止など公衆衛生上の遵守事項を徹
底しました。さらに、工場ならびに事業所内
の感染防止対策として炭酸ガス濃度測定器を
導入して換気の悪い密閉空間の改善に取り組
み、常時職場内の換気をしながら炭酸ガス濃
度を700ppm以下に保ち感染防止対策とする
とともに、従業員向けに新型コロナワクチン
の職域接種を推進し、社会的使命の達成に全
力を挙げて取り組んでまいりました。
　このような状況の中で、当社グループは、
新型コロナウイルス感染防止対策の上に行う
業績向上対策として、いのちの道の教えに従
う、営業・生産が一体となった部門別製品施
策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ改
善」によって、ルヴァン種等を活用した品質
向上をはかるとともに、女性製品開発担当者
を活用した新製品開発を推進するなど、各部
門毎の業績向上をめざしました。また、日次
管理・週次管理の経営手法をヤマザキパンの
小売事業に有効に機能させるため小売事業業
績改善プロジェクトを設置し、デイリーヤマ
ザキやヴィ・ド・フランスを始めとする小売
事業の抜本的な業績改善に取り組むととも
に、いのちの道の教えに従ったヤマザキパン
の小売事業のあるべき姿を追求するため、小
売事業本部内に戦略製品・戦略商品開発推進
チームを設置し、ヤマザキパンの総力を挙げ
て自社業態の業績改善をめざした戦略製品の
開発推進に取り組んでまいりました。
　また、常務会の下部機関として、問題課題
を協議検討し決議して常務会に提案する小委
員会「コーポレートガバナンス（企業統治）
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事業の経過およびその成果

小委員会」、「営業生産合同小委員会」、「関
係会社小委員会」を設置し、あるべき姿とし
ての問題課題の解決案を見出し、精度の高い
効率的な業務執行を行い、業績向上を期す体
制といたしました。
　デイリーヤマザキのコンビニエンスストア
事業につきましては、日次管理・週次管理に
取り組み日々の仕事の精度を高めるととも
に、ＤＹ商品・運営合同小委員会を週次で開
催し、戦略製品・戦略商品開発推進チームと
連携して、ランチパックや中華まん、デイリ
ーホットなどにおいて当社グループ商品の充
実と戦略商品の開発に取り組みました。
　当期の業績につきましては、連結売上高は
１兆529億72百万円（対前期比103.8％）、
連結営業利益は183億59百万円（対前期比
105.3％）、連結経常利益は213億82百万円
（対前期比108.3％）となり、山崎製パン単体
の菓子パンが好調に推移したことに加え、一
部連結子会社の業績が改善したこともあり、
増収増益となりました。親会社株主に帰属す
る当期純利益は103億78百万円（対前期比
149.2％）となり、コロナ禍に伴う店舗助成金
収入もあり増益となりました。

　当社グループの事業別の概況は次のとおり
であります。
〔食品事業〕
　食パンの売上高は951億60百万円（対前期
比99.5％）で、品質訴求と売場づくりを推進
した主力の「ロイヤルブレッド」が伸長しま
した。また、「ダブルソフト」や低価格帯の
「モーニングスター」にルヴァン種を活用
し、高単価製品の開発やリニューアルを実施
して取扱拡大をはかりましたが、前期の食パ
ンの需要急増の反動もあり、前期の売上を下
回りました。

　菓子パンの売上高は3,599億34百万円（対
前期比105.6％）で、主力の高級シリーズや
「まるごとソーセージ」、「アップルパイ」
が好調に推移するとともに、ラインアップを
充実させた「ランチパック」が堅調に推移し
ました。また、買い置き需要に対応した「ベ
イクワン」シリーズなど複数個入り製品が伸
長し、「フレンチクルーラー」などチルド菓
子パンが伸長するとともに、新製品の「マリ
トッツォ」シリーズが大きく寄与したことも
あり、売上は前期を上回りました。
　和菓子の売上高は683億79百万円（対前期
比96.7％）で、新規製法の餡を活用し、主力
の団子、大福、まんじゅうなどの取扱拡大を
はかりましたが、10月に実施した価格改定の
影響もあり、前期の売上を下回りました。
　洋菓子の売上高は1,448億61百万円（対前
期比103.6％）で、主力の２個入り生ケーキが
伸長するとともに、「大きなツインシュー」
などのシュークリームや、３月に品質を向上
させた「プレミアムスイーツ」シリーズが伸
長しました。さらに、㈱不二家の洋菓子事業
が好調に推移したこともあり、前期の売上を
上回りました。
　調理パン・米飯類の売上高は1,430億86百
万円（対前期比100.4％）で、㈱サンデリカに
おいて、主要販路であるコンビニエンススト
アチェーンとの取引減少もありましたが、海
外子会社を新規連結したことによる調理パン
の売上寄与もあり、売上増となりました。
　製菓・米菓・その他商品類の売上高は1,691
億77百万円（対前期比103.9％）で、㈱不二
家の「カントリーマアム チョコまみれ」が好
調に推移するとともに、ヤマザキビスケット
㈱の「エアリアル」や㈱東ハトの「ポテコ」
が伸長し、前期の売上を上回りました。
　以上の結果、食品事業の売上高は9,805億
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99百万円（対前期比103.0％）、営業利益は
200億27百万円（対前期比107.8％）となり
ました。

〔流通事業〕
　デイリーヤマザキのコンビニエンスストア
事業につきましては、新型コロナウイルス感
染拡大の中、住宅立地の店舗売上が堅調に推
移し、全体としてチェーン全店売上高は前期
を上回りました。商品面では、「ランチパッ
ク 大盛り」シリーズや、レンジアップ対応の
チルド中華まんなど戦略製品が寄与するとと
もに、「味わいタマゴサンド」がお客様の好
評を得るなどデイリーホットが伸長しまし
た。
　当期末の店舗数は、「デイリーヤマザキ」
1,045店（15店減）、「ニューヤマザキデイ
リーストア」332店（14店減）、「ヤマザキ
デイリーストアー」12店（２店減）、総店舗
数1,389店（31店減）となりました。

　その結果、営業総収入は直営店舗数の増加
により増収となりましたが、収益面では人件
費等のコストの増加もあり減益となりまし
た。
　以上の結果、流通事業は、当期より㈱スー
パーヤマザキを連結したこともあり、売上高
は594億94百万円（対前期比120.6％）、営
業損失は41億93百万円（前期は38億92百万
円の営業損失）となりました。

〔その他事業〕
　その他事業につきましては、売上高は128
億78百万円（対前期比97.5％）、営業利益は
21億54百万円（対前期比91.1％）となりまし
た。

事業別売上高 (単位：百万円)
事　　　　　業 当　期 前　期 前　期　比

食品事業 980,599 952,178 103.0％
食パン 95,160 95,600 99.5％
菓子パン 359,934 340,765 105.6％
和菓子 68,379 70,698 96.7％
洋菓子 144,861 139,848 103.6％
調理パン・米飯類 143,086 142,457 100.4％
製菓・米菓・その他商品類 169,177 162,806 103.9％

流通事業 59,494 49,350 120.6％
その他事業 12,878 13,213 97.5％

合　　　　　計 1,052,972 1,014,741 103.8％
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設備投資の状況／資金調達の状況／対処すべき課題

２．設備投資の状況
　当期中に実施いたしました設備投資の総額
は436億25百万円（リース資産投資24億24
百万円を含む。）で、主要な設備投資といた
しましては、伊勢崎工場において製餡・冷凍
食品ライン増強のほか、各工場において生産
能力増強を目的とした設備投資を実施しまし
た。また、PT.ヤマザキ インドネシアにおいて
第二工場の建設や、㈱東ハトにおいて第二ス
ナック棟を建設しました。

３．資金調達の状況
　当期中に増資あるいは社債発行等による資
金調達は行っておりません。

４．対処すべき課題
　今後の見通しといたしましては、わが国経
済は持ち直しの動きが続くことが期待されま
すが、新型コロナウイルスの変異株の感染拡
大の影響が懸念され、先行きは予断を許さな
い状況が続くものと思われます。
　当業界におきましては、お客様の節約志向
が更に強まり販売競争が激しさを増す中で、
主原料の小麦粉や油脂、糖類など原材料価格
の高騰や、都市ガス、電力などのエネルギー
コストの上昇が見込まれており、収益が圧迫
される厳しい経営環境になるものと予測され
ます。
　当社は、原材料の高騰やエネルギーコスト
の上昇が見込まれる中、小麦粉の大幅な値上
げに対処して、2022年１月１日出荷分から、
一部の食パンおよび菓子パンの価格改定を実
施いたしました。この改定を軌道に乗せ業績
向上に結び付けるため、2021年10月１日に
実施した和菓子、洋菓子の価格改定を踏ま

え、低価格帯の製品開発を強化して価格帯毎
に漏れのない製品施策を推進するなど準備を
進め、確実な手応えをもって価格改定を実施
することができました。
　当社グループは、引き続き新型コロナウイ
ルス感染防止対策の徹底につとめるととも
に、いのちの道の教えに従った、営業・生産
が一体となった部門別製品施策・営業戦略、
小委員会による「なぜなぜ改善」によって、
変化するお客様のニーズを的確に捉え、各部
門毎の新しい価値と新しい需要を創造して業
績向上をめざしてまいります。また、デイリ
ーヤマザキやフレッシュベーカリーの小売事
業につきましては、小売事業業績改善プロジ
ェクトにおいて日次管理・週次管理を徹底
し、戦略製品・戦略商品開発推進チームを中
心に、いのちの道の教えに従ったヤマザキパ
ンの小売事業のあるべき姿を追求してヤマザ
キパングループの総力を挙げた戦略製品の開
発に取り組み、小売事業の業績向上をめざし
てまいります。

　次期の部門別製品施策・営業戦略は次のと
おりであります。
〔食品事業〕
　食パンは、科学的根拠の上に立ったヤマザ
キ独自の技術を活用し、３大ブランドの「ロ
イヤルブレッド」、「ダブルソフト」、「超芳
醇」を中心に品質訴求と売場づくりを推進す
るとともに、お客様の求めに対応した低価格
帯食パンも充実強化し、「モーニングスター」、
「スイートブレッド」の取扱拡大をはかって
まいります。
　菓子パンは、ルヴァン種を活用した品質向
上と価格帯別の新製品開発を推進するととも
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設備投資の状況／資金調達の状況／対処すべき課題

に、「ベイクワン」シリーズなど値頃感のあ
る製品や高単価のチルド菓子パンのラインア
ップを充実強化し、取扱拡大をはかってまい
ります。主力のランチパックにつきまして
は、価格帯別の新製品開発を推進し売上拡大
をはかってまいります。
　和菓子は、部門の業務執行体制を整備する
とともに、女性製品開発担当者を活用した新
製品開発を推進し、新規製法の餡を活用し、
お客様に満足していただける高品質・高付加
価値製品や低価格帯製品の開発に取り組むと
ともに、値頃感のある複数個入り製品やチル
ド対応製品、和洋折衷製品の開発に取り組ん
でまいります。
　洋菓子は、２個入り生ケーキや「まるごと
バナナ」など主力製品の品質向上をはかると
ともに、価格帯別の製品開発を推進し、売上
拡大をはかってまいります。また、女性製品
開発担当者による積極的な新製品開発を推進
し、コンビニエンスストア向け製品も含め充
実強化をはかってまいります。
　調理パン・米飯類は、お客様の視点に立っ
たマーケティング活動を強化し、市場の変化
に対応した製品開発と製品提案を積極的に推
進し、量販店やコンビニエンスストアチェー
ンとの取引強化をはかってまいります。
　製菓・米菓・その他商品類は、グループ各
社の特徴のある製品群を活用したカテゴリー
別のブランド戦略を推進し売上拡大をはかっ
てまいります。

〔流通事業〕
　デイリーヤマザキのコンビニエンスストア
事業につきましては、お客様に喜ばれるヤマ
ザキ独自のコンビニエンスストアチェーンと

して、新しい価値と新しいサービスの提供に
つとめ、新たな需要を創造してまいります。
日次管理・週次管理に取り組み日々の仕事の
精度を上げるとともに、小売事業業績改善プ
ロジェクトを通して事業の抜本的な改善に取
り組み、松戸ドミナントプロジェクトにおい
てデイリーヤマザキの強みであるデイリーホ
ットの充実強化に取り組んでまいります。引
き続き、ＤＹ商品・運営合同小委員会を週次
で開催し、戦略製品・戦略商品開発推進チー
ムと連携して、ヤマザキの技術を最大限に活
用した競争力のある商品開発を推進してまい
ります。

　今後、一段と厳しさが増す経営環境に耐え
ぬくことができる企業体質の強化をはかり、
常務会の下部機関の小委員会「コーポレート
ガバナンス（企業統治）小委員会」、「営業
生産合同小委員会」、「関係会社小委員会」
を通して、問題課題を協議検討し、あるべき
姿としての問題課題の解決案を見出し、確実
な業務執行を行い、業績の向上に向けてグル
ープ一丸となって努力してまいる所存でござ
いますので、株主各位のなお一層のご指導・
ご鞭撻をお願い申しあげます。
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財産および損益の状況の推移、重要な子会社および関連会社の状況

期別
区分 (2018年 1 月 1 日から

2018年12月31日まで)
第71期

　 (2019年 1 月 1 日から
2019年12月31日まで)

第72期

　 (2020年 1 月 1 日から
2020年12月31日まで)

第73期

　
(2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで)

第74期

　
売 上 高 (百万円) 1,059,442 1,061,152 1,014,741 1,052,972
経 常 利 益 (百万円) 26,629 27,621 19,734 21,382
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 13,534 13,858 6,956 10,378

１株当たり当期純利益 62円17銭 63円75銭 32円00銭 48円60銭
総 資 産 (百万円) 728,878 728,149 714,443 757,352
純 資 産 (百万円) 342,553 358,416 362,383 382,217

５．財産および損益の状況の推移

（注) １. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
２. 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を第72期から適用

しており、第71期の総資産については、当該会計基準を遡󠄁及した後の額としております。

会　　社　　名 資　本　金 当　社　の
議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 不 二 家 18,280百万円 54.4％ 洋菓子、チョコレート、キャンデ
ィ、クッキー等の製造および販売

株 式 会 社 サ ン デ リ カ 2,000百万円 100.0％ 調理パン、米飯類等の製造および
販売

ヤ マ ザ キ ビ ス ケ ッ ト 株 式 会 社 1,600百万円 80.0％ ビスケット、スナック等の製造お
よび販売

株 式 会 社 東 ハ ト 2,168百万円 95.4％ ビスケット、スナック等の製造お
よび販売

株 式 会 社 ヴ ィ ・ ド ・ フ ラ ン ス 100百万円 100.0％ ベーカリーカフェの経営

株 式 会 社 イ ケ ダ パ ン 100百万円 80.0％ パン、和・洋菓子、米飯類等の製
造および販売

大 徳 食 品 株 式 会 社 100百万円 100.0％ 麺類の製造および販売

株式会社ヴイ・ディー・エフ・サンロイヤル 236百万円 100.0％ パン用冷凍生地の製造および販売な
らびにインストアベーカリーの経営

６．重要な子会社および関連会社の状況
(1) 重要な子会社の状況
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財産および損益の状況の推移、重要な子会社および関連会社の状況

会　　社　　名 資　本　金 当　社　の
議決権比率 主要な事業内容

ヴィ・ド・フランス・ヤマザキ，Inc. (米国) 5,000千US$ 100.0％ ベーカリー製品の製造および販売
ならびにベーカリーカフェの経営

株 式 会 社 高 知 ヤ マ ザ キ 100百万円 100.0％ パン、和・洋菓子等の製造および
販売

株 式 会 社 ス リ ー エ ス フ ー ズ 480百万円 100.0％ パンの製造および販売

株 式 会 社 サ ン キ ム ラ ヤ 100百万円 100.0％ パン、和・洋菓子、米飯類等の製
造および販売

フォーリーブズ PTE.Ltd. (シンガポール) 1,250千S$ 60.0％ ベーカリーの経営

株 式 会 社 末 広 製 菓 100百万円 100.0％ 米菓、調理パン、米飯類等の製造
および販売

PT.ヤマザキ インドネシア (インドネシア) 8,830億Rp 51.0％ パン、和・洋菓子等の製造および
販売

株 式 会 社 ヤ マ ザ キ 物 流 300百万円 100.0％ 物流事業

株 式 会 社 サ ン ロ ジ ス テ ィ ッ ク ス 380百万円 100.0％ 物流事業

株式会社ヤマザキエンジニアリング 80百万円 100.0％ 食品製造設備の設計、監理および
工事の請負

会　　社　　名 資　本　金 当　社　の
議決権比率 主要な事業内容

日 糧 製 パ ン 株 式 会 社 1,051百万円 30.2％ パン、和・洋菓子、米飯類等の製
造および販売

（注) １. 上記のうち、フォーリーブズ PTE.Ltd.およびPT.ヤマザキ インドネシアは、当期より新たに重要な子会社と
して記載することといたしました。

２. 当社は、2021年２月22日付で㈱不二家の普通株式72,900株を追加取得し、議決権比率は54.4％となりま
した。

３. ㈱ヴィ・ド・フランスは、2021年７月７日付で減資し、資本金100百万円となりました。
４. ㈱イケダパンは、2021年７月７日付で減資し、資本金100百万円となりました。
５. 大徳食品㈱は、㈱サンデリカ全額出資の子会社であり、当社の議決権比率は間接所有割合であります。
６. ㈱サンロジスティックスは、当社と㈱ヤマザキ物流がそれぞれ50％ずつ出資しており、当社の議決権比率は

間接所有を含む割合であります。
７. 連結子会社は、上記重要な子会社18社を含む34社であります。

(2) 重要な関連会社の状況

（注) 日糧製パン㈱は３月決算であるため、当社の議決権比率は、同社の2021年９月30日現在の議決権数を基に算出
しております。
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主要な事業内容、主要な事業所等、従業員の状況、主要な借入先

７．主要な事業内容（2021年12月31日現在）
(1) 食品事業

　食パン、菓子パン、和菓子、洋菓子、調理パン・米飯類、製菓・米菓の製造および販売ならび
にその他仕入商品の販売

(2) 流通事業
　コンビニエンスストア事業

(3) その他事業
　物流事業、食品製造設備の設計・監理および工事の請負、事務受託業務およびアウトソーシン
グ受託

名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地
松 戸 工 場 千 葉 県 松 戸 市 大 阪 第 一 工 場 大 阪 府 吹 田 市
千 葉 工 場 千 葉 県 千 葉 市 神 戸 工 場 兵 庫 県 神 戸 市
武 蔵 野 工 場 東京都東久留米市 大 阪 第 二 工 場 大 阪 府 松 原 市
埼 玉 工 場 埼 玉 県 所 沢 市 阪 南 工 場 大 阪 府 羽 曳 野 市
杉 並 工 場 東 京 都 杉 並 区 京 都 工 場 京 都 府 宇 治 市
横 浜 第 一 工 場 神 奈 川 県 横 浜 市 名 古 屋 工 場 愛 知 県 名 古 屋 市
横 浜 第 二 工 場 神 奈 川 県 横 浜 市 安 城 工 場 愛 知 県 安 城 市
古 河 工 場 茨 城 県 古 河 市 岡 山 工 場 岡 山 県 総 社 市
伊 勢 崎 工 場 群 馬 県 伊 勢 崎 市 広 島 工 場 広 島 県 広 島 市
仙 台 工 場 宮 城 県 柴 田 郡 福 岡 工 場 福 岡 県 古 賀 市
新 潟 工 場 新 潟 県 新 潟 市 熊 本 工 場 熊 本 県 宇 城 市
十 和 田 工 場 青 森 県 十 和 田 市 安 城 冷 生 地 事 業 所 愛 知 県 安 城 市
札 幌 工 場 北 海 道 恵 庭 市 神 戸 冷 生 地 事 業 所 兵 庫 県 神 戸 市

８．主要な事業所等（2021年12月31日現在）
(1) 当社
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名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地
株 式 会 社 不 二 家 東 京 都 文 京 区 株式会社高知ヤマザキ 高 知 県 高 知 市
株 式 会 社 サ ン デ リ カ 東 京 都 千 代 田 区 株式会社スリーエスフーズ 京 都 府 久 世 郡
ヤマザキビスケット株式会社 東 京 都 新 宿 区 株式会社サンキムラヤ 山 梨 県 甲 府 市
株 式 会 社 東 ハ ト 東 京 都 豊 島 区 フォーリーブズ PTE.Ltd. シ ン ガ ポ ー ル
株式会社ヴィ・ド・フランス 東 京 都 江 戸 川 区 株 式 会 社 末 広 製 菓 新 潟 県 新 潟 市
株 式 会 社 イ ケ ダ パ ン 鹿 児 島 県 姶 良 市 PT.ヤマザキ インドネシア イ ン ド ネ シ ア
大 徳 食 品 株 式 会 社 奈良県大和郡山市 株式会社ヤマザキ物流 東 京 都 清 瀬 市
株式会社ヴイ･ディー･エフ･サンロイヤル 埼 玉 県 春 日 部 市 株式会社サンロジスティックス 埼 玉 県 所 沢 市
ヴィ・ド・フランス・ヤマザキ，Inc. 米国ヴァージニア州 株式会社ヤマザキエンジニアリング 東 京 都 千 代 田 区

名　　　称 所　在　地
日 糧 製 パ ン 株 式 会 社 北 海 道 札 幌 市

(2) 子会社

(3) 関連会社

区　　　分 従 業 員 数 前期末比増減
男　　　性 23,695名 1,551名増
女　　　性 8,832名 1,733名増
合　　　計 32,527名 3,284名増

９．従業員の状況（2021年12月31日現在）

（注) １. 上記の従業員数には、パートタイマー、アルバイトなどの臨時従業員は含まれておりません。
２. 当期末において従業員数が3,284名増加しておりますが、その主な理由は連結子会社数の増加に

よるものであります。

借　入　先 借　入　額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 24,142百万円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 22,753百万円

10. 主要な借入先（2021年12月31日現在）
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株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 800,000,000株

(2) 発行済株式の総数 212,835,439株（自己株式7,447,421株を除く。）

(3) 株主数 24,121名

株　主　名 持　株　数 持 株 比 率
飯島興産株式会社 18,777千株 8.8％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 (信託口) 18,594千株 8.7％
公益財団法人飯島藤十郎記念食品科学振興財団 12,500千株 5.8％
株式会社日清製粉グループ本社 11,062千株 5.1％
三菱商事株式会社 9,849千株 4.6％
丸紅株式会社 8,165千株 3.8％
住友商事株式会社 7,232千株 3.3％
株式会社日本カストディ銀行 (信託口) 7,036千株 3.3％
明治安田生命保険相互会社 6,501千株 3.0％
株式会社みずほ銀行 3,946千株 1.8％
株式会社三井住友銀行 3,946千株 1.8％

①取得した株式の総数 4,555,100株
②取得価額の総額 9,574,820,200円
③取得日 2021年２月16日

Ⅱ．会社の状況に関する事項

１．株式に関する事項（2021年12月31日現在）

(4) 大株主

（注) １. 当社は、自己株式を7,447,421株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は、自己株式を控除して算出しております。

(5) その他株式に関する重要な事項
　当社は、2021年２月12日開催の取締役会において自己株式の取得を決議し、以下のとおり取
得しました。
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氏　　名 地　　位 担　　当 重要な兼職の状況
飯 島 延 浩 代表取締役社長 株式会社不二家取締役相談役

飯　島　佐知彦 取 締 役 副 社 長
生産 、 食品安全衛生管
理、中央研究所、購買、
施設担当

飯 島 幹 雄 取 締 役 副 社 長 総務、人事、関係会社管
理・業務支援室担当

株式会社東ハト代表取締役社長
Ｂ－Ｒサーティワンアイスクリ
ーム株式会社社外取締役

横 濱 通 雄 専 務 取 締 役 経理、財務担当

会 田 正 久 専 務 取 締 役
総務、総合クリエイショ
ンセンター担当
総務本部長

犬 塚 　 勇 専 務 取 締 役 営業担当
営業統括本部長

関 根 　 治 専 務 取 締 役 広域流通営業担当

深 澤 忠 史 専 務 取 締 役
生産 、 食品安全衛生管
理、中央研究所担当
生産統括本部長

園 田 　 誠 常 務 取 締 役 人事担当
荘 司 芳 和 取 締 役 購買本部長

吉田谷　良　一 取 締 役

生産管理本部長兼生産統
括本部生産企画本部長兼
生産企画部長
生産統括本部和菓子本
部・洋菓子本部担当

ミヨシ油脂株式会社取締役
日糧製パン株式会社取締役

山 田 裕 樹 取 締 役 人事本部長
荒 川 　 弘 取 締 役 経理本部長兼財務部長
島 田 秀 男 取 締 役 三井住友カード株式会社顧問
畑 江 敬 子 取 締 役 お茶の水女子大学名誉教授

２．会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等（2021年12月31日現在）

13
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氏　　名 地　　位 担　　当 重要な兼職の状況
大 本 一 弘 常 勤 監 査 役
松 田 道 弘 常 勤 監 査 役
佐 藤 健 司 常 勤 監 査 役
齋 藤 昌 男 監 査 役 弁護士

馬　場　久萬男 監 査 役 公益財団法人食品等流通合理化
促進機構顧問

区　　分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の人数基本報酬 退職慰労金
取　　締　　役 579百万円 454百万円 125百万円 15名
監　　査　　役 111百万円 96百万円 14百万円 5名

合　　計
（うち社外役員）

690百万円
（88百万円）

550百万円
（76百万円）

139百万円
（11百万円）

20名
（5名）

（注) １. 取締役の島田秀男氏および畑江敬子氏は、社外取締役であります。
２. 常勤監査役の松田道弘氏ならびに監査役の齋藤昌男氏および馬場久萬男氏は、社外監査役であります。
３. 当社は、取締役の島田秀男氏および畑江敬子氏ならびに監査役の馬場久萬男氏を独立役員として東京証券取

引所に届け出ております。
４. 当社は、取締役の島田秀男氏および畑江敬子氏ならびに監査役の齋藤昌男氏および馬場久萬男氏との間で、

会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額
は、法令が規定する額としております。

５. 常勤監査役の大本一弘氏は、当社の経理部門および内部監査部門における長年の経験があり、財務および会
計に関する相当程度の知見を有しております。

６. 常勤監査役の松田道弘氏は、金融機関（銀行、ベンチャーキャピタル）における長年の経験があり、財務お
よび会計に関する相当程度の知見を有しております。

７. 上記の社外役員の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

(2) 取締役および監査役の報酬等
① 当期に係る取締役および監査役の報酬等の総額等

（注) １. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与および賞与は含まれておりません。
２. 上記退職慰労金は、当期に係る役員退職慰労引当金繰入額であります。
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② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　当社は、2016年３月30日開催の第68回定時株主総会において、取締役の報酬額を年額６億
円以内（うち社外取締役分は年額3,000万円以内。使用人兼務取締役の使用人分給与および賞与
は含まない。）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は15名（うち
社外取締役は２名）です。
　当社は、2008年３月28日開催の第60回定時株主総会において、監査役の報酬額を年額１億
円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は５名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を取締役会で決定しております。
　当社の取締役の報酬等は、基本報酬と役員退職慰労金で構成されており、基本報酬は任期中、
毎月支払うとともに、役員退職慰労金については株主総会の決議を経て退任後に支払っておりま
す。
　取締役の基本報酬は、役位毎に年俸を定めており、当社の経営成績および取締役の業績等を勘
案して、年俸を見直すこととしております。
　取締役の個人別の基本報酬の決定に当たっては、代表取締役社長の飯島延浩が取締役会の委任
のもと、取締役・監査役からなる報酬検討委員会を設置し、報酬限度額の範囲内で業績に応じ適
切な個別報酬額の案を作成し、独立社外取締役の助言を得て決定しております。取締役の退職慰
労金の決定に当たっては、具体的金額案を役員退職慰労金規則に従い報酬検討委員会で作成し、
取締役会で決定しております。

④ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定の委任に関する事項
　取締役会は、取締役の個人別の基本報酬の決定は、経営責任者である代表取締役社長の飯島延
浩に委任しております。
　代表取締役社長の飯島延浩は、取締役の個人別の基本報酬の決定に当たって、報酬検討委員会
を設置し、個別報酬額の案を作成し、独立社外取締役の助言を得て決定していることから、取締
役会は、取締役の個人別の基本報酬は上記③の決定方針に沿うものであると判断しております。
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地　　位 氏　　名 主な活動状況

取 締 役 島 田 秀 男

当期開催の取締役会14回の全てに出席し、必要に応じ、
主に金融機関での経験に基づき企業経営の観点から発言
を行うとともに、独立した立場から取締役の業務執行に
ついて監督を行っており、社外取締役に期待される役割
を適切に果たしております。

取 締 役 畑 江 敬 子

当期開催の取締役会14回の全てに出席し、必要に応じ、
主に食品安全衛生管理や調理科学の専門的見地から発言
を行うとともに、当社の経営全般に対する助言を行って
おり、社外取締役に期待される役割を適切に果たしてお
ります。

常 勤 監 査 役 松 田 道 弘
当期開催の取締役会14回の全てに、また、監査役会14回
の全てに出席し、必要に応じ、主に金融機関での経験に
基づき企業経営の観点から発言を行っております。

監 査 役 齋 藤 昌 男
当期開催の取締役会14回の全てに、また、監査役会14回
の全てに出席し、必要に応じ、主に弁護士としての専門
的見地から発言を行っております。

監 査 役 馬　場　久萬男
当期開催の取締役会14回の全てに、また、監査役会14回
の全てに出席し、必要に応じ、主に食品産業に関する専
門的見地から発言を行っております。

(3) 社外役員の主な活動状況

報酬等の額 118百万円
当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 134百万円

３．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

双研日栄監査法人

(2) 当期に係る会計監査人の報酬等の額

（注) １. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の
額を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、上記報酬等の額には金融商品取引法に基
づく監査の報酬等が含まれております。

２. 監査役会は、社内関係部署および会計監査人からの報告聴取や関連資料の入手等を通じて、会計監査人の監
査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査
人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３. 当社の重要な子会社のうち、㈱不二家、ヤマザキビスケット㈱、㈱東ハトおよびヴィ・ド・フランス・ヤマ
ザキ，Inc.、フォーリーブズ PTE.Ltd.、PT.ヤマザキ インドネシアは、当社の会計監査人以外の監査法人の監
査を受けております。
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(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合、その他
必要があると判断した場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議
案を決定いたします。

４．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社が、会社法第362条第５項の規定に基づき、取締役会で決議した業務の適正を確保するた
めの体制は下記のとおりであります。

記

　当社は、21世紀の事業環境と社会の変化に対応するため、「企業経営を通じて社会の進展と
文化の向上に寄与することを使命とし、自主独立の協力体制を作り、もって使命達成に邁進す
る」という顧客本位の精神で、潜在需要に着目しイノベーション（技術革新）によって需要を創
造するという、前向き積極的なピーター・ドラッカー博士の経営理論に導かれる山崎製パン株式
会社の「経営基本方針（綱領および具体方針）」を改めて高く掲げると同時に、これを補完する
ものとして、「日々、お取引先からご注文いただいた品は、どんな試練や困難に出会うことがあ
っても、良品廉価、顧客本位の精神でその品を製造し、お取引先を通してお客様に提供する」と
いう、新しいヤマザキの精神に導かれ、科学的根拠の上に立った食品安全衛生管理体制の上に築
き上げる科学的・合理的・効率的な事業経営手法として、生命の道の教えに従ったすべての仕事
を種蒔きの仕事から開始する部門別製品施策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ改善」を実
践、実行、実証することで、新しい価値と新しい需要を創造し、社会の負託に応え社業を前進さ
せることを21世紀のヤマザキの経営方針といたします。
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　事業経営の具体的遂行に当たっては、経営陣、管理職は、本物の５Ｓ・全員参加の５Ｓとピー
ター・ドラッカー博士の５つの質問を連動させる「２本立ての５Ｓ」を行うとともに、生命の道
の教えに従った部門別製品施策・営業戦略をピーター・ドラッカー博士の５つの質問と連動さ
せ、「私たちの使命は何ですか」（What is our mission？）と問うだけでなく「私の使命は何
ですか」（What is my mission？）と問い、生産部門・営業部門一体となった業務を推進する
とともに、内部管理体制を充実・強化して、各部門毎の自主独立の協力体制を構築いたします。
また、「良品廉価・顧客本位の精神で品質と製品、サービスをもって世に問う」というヤマザキ
の精神と「知恵と知識によって変化に挑戦し、新しい価値と新しい需要を創造する」という生命
の道を導く言葉によって日々の仕事の実践、実行、実証に励み、業績の着実な向上を期してまい
ります。
　当社は、この21世紀のヤマザキの経営方針に基づき、内部統制システムの整備に関する基本
方針（以下「本基本方針」という。）を定め、実効性のある効率的な運用をはかってまいりま
す。

１. 当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合すること
を確保するための体制

(1) 当社および当社子会社の取締役および使用人は、21世紀のヤマザキの経営方針に則り、
法令および各社の定款、取締役会規則、就業規則その他社内規則（以下総称して「定款
等」という。）に従って職務を執行するものとする。

(2) 当社および当社子会社の取締役会は、重要な業務執行を決定するとともに、取締役の職務
の執行を監督する。また、当社は社外取締役を置き、取締役会の監督機能の充実をはか
り、経営の健全性と透明性の向上をめざす。

(3) 当社および当社子会社は、監査役制度を採用し、監査役会設置会社においては監査役の半
数以上を社外監査役とするとともに、監査役会の監査体制の強化をはかり、経営の健全性
と透明性の向上をめざす。

(4) 当社は社長直属の監査室を設置し、当社および当社子会社の業務が21世紀のヤマザキの
経営方針に則り、法令および各社の定款等に従って適正に行われているかを監査する。

(5) 当社は、本社に食品安全衛生管理本部を設置し、また、同本部管轄の食品衛生管理センタ
ー分室および食品品質管理センター分室を当社の各工場に設置し、細菌面、製品表示面、
異物混入防止対策面を含む「食の安全・安心」について科学的管理手法をもって管理する
とともに、食品衛生法および食品表示法などの関係法令の周知をはかり、法令遵守を徹底
する。また、当社子会社は、それぞれ当社と同様の食品安全衛生管理体制を構築するもの
とし、当社は当社子会社に対して体制整備の指導を行う。
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(6) 当社は、本社にフェアー・トレード・センターを設置し、また、同センター管轄のフェア
ー・トレード・センター分室を当社の各工場に設置し、営業取引および下請取引を点検し
適正化を推進するとともに、当社子会社に対して独占禁止法などの関係法令の周知をはか
り、法令遵守を徹底する。

(7) 当社は、コンプライアンス委員会を設置し、当社および当社子会社を対象とした社内通
報・相談制度（ヤマザキグループ コンプライアンス ホットライン）を適切に整備・運営
し、不正行為の未然防止をはかるとともに、当社および当社子会社における職務の執行に
関してコンプライアンス上の問題が発生した場合は速やかに同委員会に付議し、同委員会
の指示に基づき是正措置を講じる。

(8) 当社および当社子会社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の
関係を持たないこととし、企業の社会的責任および企業防衛の観点から、反社会的勢力と
の関係遮断の取組みを推進する。

２. 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
(1) 当社は、法令および社内規則に従って株主総会、取締役会、常務会等重要な会議の議事

録、取締役を最終決裁者とする稟議書その他取締役の職務の執行に係る重要な文書（電磁
的記録を含む。）を保存し、管理する。

(2) 当社は、各文書の管理責任者を定め、法令および社内規則に従って閲覧可能な状態を維持
する。

３. 当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 当社および当社子会社は、食品企業グループとして、「食の安全・安心」を確保する体制

を基盤とし、科学的根拠に基づく徹底した食品安全衛生管理体制を構築する。製品の安全
性確保のため、全社的な食品安全衛生管理組織により細菌面、製品表示面における日々の
管理の万全を期するとともに、ＡＩＢ（American Institute of Baking）の「国際検査統
合基準」に基づく教育指導・監査システムを活用し、異物混入防止対策を含む総合的な食
品安全衛生管理を推進する。また、当社は、食品安全衛生管理本部ならびに中央研究所の
機能の充実強化をはかり、行政機関、国内外の研究機関および原材料の納入業者等と密接
に連携して食品の安全情報を的確に捉え、科学的なリスク分析・評価に基づいて食品事故
の未然防止のために必要な措置を講じる。

(2) 当社および当社子会社の火災、地震、交通事故等の業務遂行上の様々なリスクに対応する
ために、子会社を含めたリスク管理規程を定め、当社および当社子会社のリスクを管理す
る体制を整備するとともに、当社および当社の主要な子会社においてリスク管理委員会を
設置してリスクの分析、評価および対応状況を定期的に確認し、必要な対策を講じる。
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(3) 当社および当社子会社において重大事故、災害など緊急を要するリスクが発生した場合､ 
緊急事態における食品企業としての使命を全うするため、ヤマザキの精神に則り、リスク
管理規程に準拠して、当社または当該子会社において対策本部を設置し、情報収集ならび
に対応策の検討、決定および実施などにより迅速に対処する。

４. 当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 当社および当社子会社の取締役は、代表取締役の指揮・監督のもと、取締役会で定められ

た担当および職務の分担に従い、職務を執行する。
(2) 当社および当社子会社の取締役は、担当部門毎に自主独立の協力体制を整備し、組織とし

ての使命を明確にするとともに具体的な目標を定め、これを効率的に達成するための必要
な事業計画を策定し、実践、実行、実証する。

(3) 当社の取締役は、生命の道の教えに従い、すべての仕事を仕事の種蒔きから始める部門別
製品施策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ改善」の実践、実行、実証に徹し、科学
的根拠をもった合理的な経営手法により業務を効率的に推進する。また、当社子会社にお
いても、同様の経営手法を順次導入し、当社および当社子会社一体となって事業を推進す
る。

(4) 当社および当社子会社の取締役は、経営環境の変化に機敏に対応して、常務会または経営
会議等の会議において適宜協議し、機動的に経営課題に対する方向付けを行い、それを取
締役会に諮り、的確かつ迅速な意思決定を行うことによって経営の効率化をはかる。

(5) 当社および当社の主要な子会社において、必要に応じて執行役員制度を活用し、職務執行
体制の充実強化をはかる。

５. 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制、その他当社お
よび当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) 当社は、関係会社管理規程を定め、これに基づいて当社子会社に対し、営業成績、財務状
況その他の一定の経営上の重要事項について、当社の関係管理部門またはその他の関連部
門に報告することを求める。なお、当該報告を受けた当社の関係管理部門またはその他の
関連部門は、必要に応じて当社経営陣に速やかに報告し、特に重要な事項については当社
の常務会に報告し、または当社の常務会において審議するものとする。

(2) 当社および当社子会社は、財務報告の信頼性確保のため、当社の定める「財務報告に係る
内部統制の評価方針」に従い、財務報告に係る内部統制を整備し適切に運用する。

(3) 当社子会社は、本基本方針を踏まえつつ、各社毎に自主独立の経営体制を整備し、それぞ
れ主体性をもって適切な管理体制を構築する。

(4) 当社の海外子会社は、本基本方針を踏まえつつ、当該子会社が所在する国および地域にお
ける法制、商慣習その他の実務慣行等に配慮して、適切な管理体制を構築する。
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６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性および監査役の当該使用人に対する指示の実
効性の確保に関する事項

(1) 監査役室を設置し、監査役の職務を補助すべき使用人として専従者を配置する。
(2) 監査役室員は、経理・財務部門または内部監査部門から監査業務の補助者として必要な知

識と経験を有する者を任命する。
(3) 監査役室は監査役会直属の組織とし、監査役室員は監査役の指揮命令に従い職務を遂行す

る。
(4) 監査役室員の任命・異動については、事前に常勤監査役の同意を得る。

７. 当社の取締役および使用人ならびに当社子会社の取締役、監査役および使用人（以下「当社
グループの役職員」という。）またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報告をする
ための体制その他の監査役への報告に関する体制

(1) 監査役は、取締役会の他、常務会等の重要な会議（重要な子会社の取締役会を含む。）に
出席し、当社および当社子会社の取締役および執行役員等重要な職位にある使用人から職
務の執行状況を聴取する。

(2) 当社グループの役職員またはこれらの者から報告を受けた者は、下記の事項が発生した場
合、速やかに監査役に報告する。
①職務の執行において、法令および定款に違反する行為があったとき
②重大事故が発生したとき
③当社および当社子会社に多額の損害を及ぼすおそれのある事実を発見したとき
④その他当社および当社子会社の信用を毀損するおそれのある事実を発見したとき

(3) 監査役が特定の案件について報告を求めた場合、当社グループの役職員は迅速に調査し報
告する。

(4) 当社の内部統制を担当する取締役は、子会社を含めた内部統制状況について定期的に監査
役に報告する。

(5) 当社のコンプライアンス委員会は、子会社を含めた社内通報・相談制度により収集された
情報を、定期的に監査役に報告する。

(6) 当社および当社子会社の監査役連絡会を定期的に開催し、当社子会社の監査役は当社の監
査役に子会社の監査状況等を報告する。

(7) 当社は、監査役への報告を行った当社グループの役職員またはこれらの者から報告を受け
監査役への報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行う
ことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。
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８. 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項、その他
監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役が、その職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の前払い等
の請求をしたときは、各担当部門において協議の上、当該請求に係る費用または債務が当
該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応じるもの
とする。

(2) 監査役と取締役との定期的な意見交換の場として、３か月毎に連絡会議を開催する。
(3) 監査役は、会計監査人および監査室と定期的に連絡会を開催し、会計監査および内部監査

の結果に基づき意見を交換する。
(4) 監査役会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士その他外部の

専門家の意見を聴取する。
以　上

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、下記のとおりであります。

記

１. 山崎製パン株式会社「経営基本方針（綱領および具体方針）」ならびに「21世紀のヤマザ
キの経営方針（前文および本文）」の周知徹底

　当社は、「経営基本方針（綱領および具体方針）」ならびに「21世紀のヤマザキの経営方
針（前文および本文）」の趣旨および内容等につきまして、当社グループ全体への周知徹底を
はかり、また、その精神に従う新しい価値の創造、新しい需要の創造を通し、社業の前進、業
績の向上を期し、努力を重ねております。

２．21世紀のヤマザキの経営体制の整備
　当社は、21世紀のヤマザキの経営体制を整備し、21世紀のヤマザキの更なる前進を期すた
め、常務会の下部機関として「コーポレートガバナンス（企業統治）小委員会」、「営業生産
合同小委員会」、「関係会社小委員会」を設置しました。３つの小委員会の設置により、コー
ポレートガバナンス（企業統治）を担当する部門内に発生する問題課題、または営業・生産の
現業部門内に発生する問題課題、更に関係会社の中にある問題課題について精度を上げて協議
検討し、必要に応じ専門家も加え、あるべき姿としての結論を見出し、常務会の決議を経て実
践、実行、実証することで、業務執行の精度と効率向上をはかる業務執行体制といたしまし
た。今後もこの体制を継続し、21世紀のヤマザキの歩むべき道を徹底して追求し、業務執行
の誤りなきを期してまいります。
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３．食品安全衛生管理体制
　当社グループは、従来から全社的組織で取り組んでおります細菌面における食品衛生管理シ
ステム、表示の適正管理システムに加え、ＡＩＢ（American Institute of Baking）の「国際
検査統合基準」に基づく教育指導・監査システムを活用し、異物混入防止対策を含む科学的根
拠に立った総合的な食品安全衛生管理体制を整備し運用しております。当社グループは、一般
社団法人日本パン技術研究所によるＡＩＢフードセーフティ監査を受けるとともに、自主監査
によって各工場の食品安全衛生管理体制の充実強化をはかっております。また、当社の食品衛
生管理センターが要注意製品群を定め、定期的な製品の市場買付による細菌検査を通じて安全
性の検証を行うとともに、当社の食品安全衛生管理本部の食品衛生管理課が専任の部署とし
て、製品表示のチェックシステムにより原材料の成分管理やアレルゲン表示管理を含め製品表
示の管理徹底をはかっております。

４．リスク管理体制
　当社グループは、「山崎製パングループリスク管理規程」に基づき、リスクを事業経営上ま
たは業務遂行上の対処すべき課題・問題として捉え、リスクに対処するためのあるべき姿を求
めて努力を傾注するものとし、実際にリスクが発生した場合は、現地対策本部および本社対策
本部を設置し、迅速な被害拡大防止策および事態収拾策を実施するとともに、本社対策本部員
の現地への派遣による正確な実態把握に基づいて、本質的な発生原因の究明と抜本的対策を実
施する体制を整備しております。
　また、定期的にリスク管理委員会を開催し、当社グループを含めた主要なリスク発生事案へ
の対応や今後取り組むべき対策について協議を行うなど、損失の未然防止をはかっておりま
す。
　当社は、食品企業として製品の安定供給を使命とし、新型コロナウイルス感染拡大は科学的
根拠の上に立った食品安全衛生管理体制を覆うリスクと捉え、科学的根拠をもった感染防止対
策として、そのあるべき姿を徹底して追求し、その具体策としてマスクの着用やうがい、手洗
い、アルコール消毒など日常的な対策の徹底はもとより、パート、アルバイトを含めた全従業
員に対して検温を実施し、37.2℃以上の発熱がある者は自宅待機とすることに加え、発熱が
ない場合でも倦󠄁怠感や味覚・嗅覚がない等の体調異常の自覚症状がある場合には自宅待機と
し、この自宅待機者数とＰＣＲ検査陽性者数を日々管理するとともに、生活面においても、多
人数による会食の原則禁止や感染のおそれの高い遊興施設の利用を原則禁止とするなど、公衆
衛生上の遵守事項を定め徹底しました。さらに、工場ならびに事業所内に炭酸ガス濃度測定器
を導入して換気の悪い密閉空間の改善に取り組み、常時職場内の換気をしながら炭酸ガス濃度
を700ppm以下に保ち感染防止対策とするとともに、従業員向けに新型コロナワクチンの職
域接種を推進し、感染防止対策の徹底をはかりました。
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５．グループ管理体制
　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、関係会社における食品安全衛生管理体制、職務執
行体制、リスク管理体制の整備を進めるとともに、関係会社から当社に対し経営上の重要事項
を定期的に報告せしめ、関係会社の重要案件について当社常務会において事前審議を行い、グ
ループ管理の徹底をはかるとともに、問題課題のある関係会社の経営問題については、その都
度、常務会の下部機関の関係会社小委員会で、問題課題を協議検討してあるべき姿としての解
決案を見出し、常務会に諮り、方向付けを行っております。
　また、毎月、関係会社経営小委員会「一水会」を開催し、社外取締役を含む当社経営陣と主
要な子会社の経営陣が、子会社の課題に対する取組方針を協議し方向付けを行うなど適確な対
応をはかっております。

６．コンプライアンス体制
　当社は、管理職、監督職をはじめとする階層別研修を通じ、コンプライアンスについて従業
員の教育、啓発を実施するとともに、各部署の研修、会議等を通じ、業務に関連する法令等に
ついて遵守の徹底をはかっております。また、当社および子会社を対象とした社内通報・相談
制度（ヤマザキグループ コンプライアンス ホットライン）を整備し、従業員への制度の周知
と利用環境の整備につとめ適切に運用しております。ホットラインの運用状況については、四
半期毎に開催する取締役と監査役の連絡会で報告しております。
　また、「山崎製パングループコンプライアンス規程」に基づき、定期的にコンプライアンス
委員会を開催し、当社グループの各部門のコンプライアンス上の重点課題および取組方針につ
いて協議検討を行っております。

７．監査役への報告体制
　当社の監査室は、内部監査計画に基づき、定期的に当社および子会社の監査を実施し、その
結果を監査役に報告しております。また、四半期毎に取締役と監査役の連絡会を開催し、各部
門の状況を報告し意見交換を行うとともに、半期毎に社外取締役が出席し、総務担当取締役か
ら内部管理状況の報告を行っております。さらに、監査役と会計監査人の連絡会および監査役
と監査室の連絡会をそれぞれ四半期毎に開催するとともに、当社および子会社の監査役の連絡
会を半期毎に開催し、子会社を含めた監査状況を確認しております。

以　上

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表
（2021年12月31日現在） (単位：百万円)

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

289,984
138,143
114,588
12,034

718
11,793
13,093

△　　 387
467,367
328,527
108,925
86,902
7,631

113,331
6,779
4,957

22,258
10,764
11,494

116,581
65,219

877
457

22,309
30,243

△　 2,525　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 235,286

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 76,414
短 期 借 入 金 60,913
リ ー ス 債 務 2,942
未 払 法 人 税 等 5,793
未 払 費 用 41,634
賞 与 引 当 金 4,952
販 売 促 進 引 当 金 1,238
店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 37
資 産 除 去 債 務 16
そ の 他 41,342

固 定 負 債 139,848
長 期 借 入 金 29,172
リ ー ス 債 務 4,831
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 4,212
債 務 保 証 損 失 引 当 金 33
退 職 給 付 に 係 る 負 債 89,943
資 産 除 去 債 務 5,043
そ の 他 6,611
負 債 合 計 375,135

（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 315,910

資 本 金 11,014
資 本 剰 余 金 9,633
利 益 剰 余 金 310,080
自 己 株 式 △　14,817

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 26,663
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 26,780
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0
土 地 再 評 価 差 額 金 99
為 替 換 算 調 整 勘 定 987
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △　 1,204

非 支 配 株 主 持 分 39,643
純 資 産 合 計 382,217

資 産 合 計 757,352 負 債 純 資 産 合 計 757,352
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書
(2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで) (単位：百万円)

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 1,052,972
売 上 原 価 685,116

売 上 総 利 益 367,855
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 349,496

営 業 利 益 18,359
営 業 外 収 益

受 取 利 息 149
受 取 配 当 金 1,292
賃 貸 収 入 892
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 510
為 替 差 益 546
そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,232 4,624

営 業 外 費 用
支 払 利 息 787
賃 貸 費 用 315
そ の 他 の 営 業 外 費 用 498 1,601
経 常 利 益 21,382

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 100
助 成 金 収 入 2,329
そ の 他 1 2,430

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 1,375
減 損 損 失 1,827
そ の 他 654 3,857
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 19,955
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 8,786
法 人 税 等 調 整 額 △1,311 7,475
当 期 純 利 益 12,480
非支配株主に帰属する当期純利益 2,102
親会社株主に帰属する当期純利益 10,378

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
(2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで) (単位：百万円)

株　　主　　資　　本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 11,014 9,660 299,251 △　5,241 314,684
当期変動額

剰余金の配当 △　 4,782 △　4,782
親会社株主に帰属する当期純利益 10,378 10,378
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △　　27 △　　　27
連結子会社の増加等に伴う利益剰余金の増加 5,233 5,233
自己株式の取得 △　9,576 △　9,576
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額 (純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― △　　27 10,829 △　9,576 1,226
当 期 末 残 高 11,014 9,633 310,080 △14,817 315,910

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 25,168 ― 99 91 △9,556 15,802 31,896 362,383
当期変動額

剰余金の配当 △　4,782
親会社株主に帰属する当期純利益 10,378
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △　　　27
連結子会社の増加等に伴う利益剰余金の増加 5,233
自己株式の取得 △　9,576
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) 1,612 0 ― 895 8,352 10,861 7,746 18,607

当 期 変 動 額 合 計 1,612 0 ― 895 8,352 10,861 7,746 19,833
当 期 末 残 高 26,780 0 99 987 △1,204 26,663 39,643 382,217

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

27



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/02/22 23:03:24 / 21818864_山崎製パン株式会社_招集通知

連結注記表

連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　34社

主要な会社の名称
㈱不二家、㈱サンデリカ、ヤマザキビスケット㈱、㈱東ハト、㈱ヴィ・ド・フランス、㈱イ
ケダパン、大徳食品㈱、㈱ヴイ・ディー・エフ・サンロイヤル、ヴィ・ド・フランス・ヤマ
ザキ，Inc.、㈱高知ヤマザキ、㈱スリーエスフーズ、㈱サンキムラヤ、フォーリーブズ 
PTE.Ltd.、㈱末広製菓、PT.ヤマザキ インドネシア、㈱ヤマザキ物流、㈱サンロジスティッ
クス、㈱ヤマザキエンジニアリング

　なお、フォーリーブズ PTE.Ltd.、PT.ヤマザキ インドネシア他４社は、重要性が増したた
め、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の数　　15社
主要な会社の名称　　㈱札幌パリ

　非連結子会社はいずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はい
ずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数　　３社

主要な会社の名称　　日糧製パン㈱、Ｂ－Ｒサーティワンアイスクリーム㈱
　連結計算書類の作成にあたっては、日糧製パン㈱は2021年９月30日現在の四半期財務諸表
を使用しております。

(2) 持分法を適用しない関連会社等
主要な会社の名称　　㈱札幌パリ

　非連結子会社（15社）及び関連会社（１社）は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除いており
ます。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、ヴィ・ド・フランス・ヤマザキ，Inc.、ベイクワイズ ブランズ，Inc.、ト
ム キャット ベーカリー，Inc.の決算日は９月30日であります。連結計算書類の作成にあたって
は、同決算日現在の計算書類を使用しており、連結決算日までの期間に発生した重要な取引につ
いては連結上必要な調整を行っております。
　他の連結子会社は当社と同じ決算日であります。
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連結注記表

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの・・・移動平均法に基づく原価法

② たな卸資産
(イ) 製品、仕掛品・・・主として売価還元法に基づく原価法（貸借対照表価額については、

収益性の低下による簿価切下げの方法）
(ロ) 原材料、商品・・・主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額については、

収益性の低下による簿価切下げの方法）
(ハ) 貯蔵品・・・・・・主として最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額について

は、収益性の低下による簿価切下げの方法）
③ デリバティブ・・・・・時価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・主として定率法
　ただし、コンビニエンスストア事業で使用する有形固定資産及び1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物は定額法
　また、一部の在外連結子会社は、定額法で償却しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・定額法
ただし、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産・・・・・・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償
却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と
する定額法。なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度前の所
有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理を引き続き適用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

29



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/02/22 23:03:24 / 21818864_山崎製パン株式会社_招集通知

連結注記表

② 賞与引当金
　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。

③ 販売促進引当金
　得意先に対する販売促進活動に係る費用の支出に備えるため、当連結会計年度の売上対応分
を計上しております。

④ 店舗閉鎖損失引当金
　翌連結会計年度の店舗閉鎖に伴って発生すると見込まれる損失額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金
　役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規則（内規）に基づく当連結会計
年度末要支給額を計上しております。

⑥ 債務保証損失引当金
　子会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見
込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として16
年）による定額法により、費用処理することとしております。
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として
14年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・為替予約取引等
ヘッジ対象・・・原材料輸入に係る外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
　原材料輸入に係る為替変動リスクについてヘッジしております。
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連結注記表

当連結会計年度
有 形 固 定 資 産 328,527
無 形 固 定 資 産 22,258
減 損 損 失 1,827

④ ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象及びヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変
動額の比率によって有効性を評価しております。

(6) 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(7) のれんの償却方法及び償却期間
　のれんは原則として発生日以後20年以内で均等償却することとしておりますが、金額が僅󠄁
少なのれんについては、発生した連結会計年度の損益として処理しております。

表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する注
記を記載しております。

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
(単位：百万円)

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業所、店舗を基本単位
として資産のグルーピングを行っております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスで
ある等、減損の兆候があると判断した資産グループについては、減損損失の認識の判定を行
い、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価額と使用価値のうち、いずれか高い方の金
額で測定しており、正味売却価額については処分見込価額により評価し、使用価値については
将来キャッシュ・フローを、加重平均資本コストを基礎とした割引率で割引いて算出しており
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連結注記表

建物及び構築物 945百万円
機械及び装置 0百万円
土地 1,727百万円
賃貸固定資産 1,172百万円
合計 3,845百万円

短期借入金 2,182百万円
長期借入金 1,023百万円
合計 3,206百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 793,325百万円

３．賃貸固定資産の減価償却累計額 3,187百万円

受取手形 1百万円
支払手形 338百万円
流動負債その他（設備関係支払手形） 220百万円

ます。
　また、新型コロナウイルス感染症に伴う影響については、コンビニエンスストアやフレッシ
ュベーカリー等小売事業への影響は、2022年度末まで継続するものと仮定しております。な
お、新型コロナウイルス感染症による経済活動への影響は不確実性があり、将来における財政
状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保資産及び担保付債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保付債務

４．保証債務
連結子会社以外の会社の金融機関からの借入に対する債務保証

180百万円

５．連結期末日は金融機関が休日のため、連結期末日満期手形が以下の科目に含まれております。
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連結注記表

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株   式   数   (株)

普 通 株 式 220,282,860 ― ― 220,282,860

① 配当金の総額 4,782百万円
② １株当たり配当額 22円
③ 基準日 2020年12月31日
④ 効力発生日 2021年 3 月31日

① 配当金の総額 4,682百万円
② １株当たり配当額 22円
③ 配当の原資 利益剰余金
④ 基準日 2021年12月31日
⑤ 効力発生日 2022年 3 月31日

６．土地の再評価
　持分法適用関連会社が、「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34
号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成11年３月31日改正）に基
づき、事業用土地の再評価を行っており、持分相当額を純資産の部に計上しております。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．配当に関する事項
(1) 2021年３月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

(2) 2022年３月30日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であります。
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に食品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資
金を主に銀行借入により調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、
また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリス
クを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスク
に関しては、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに回収期日管理及び滞留
残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減に努めており
ます。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒
されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を
把握する体制としております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、流動性リスクに晒されておりますが、そのほとんど
が３ヶ月以内の支払期日であり、当社グループでは、各社が資金繰り計画を作成する等の方法
により管理しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に営業取
引や設備投資に係る資金調達であります。
　デリバティブ取引は、持分法適用関連会社で実施している外貨建ての営業債務に係る為替変
動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引であります。
　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた管理規程に従い、決裁担当
者の承認を得て行っております。また、デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を
有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、「２．金融
商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金
額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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連結注記表

連結貸借対照表
計　　上　　額 時　価 差　額

(1) 現金及び預金 138,143 138,143 ―
(2) 受取手形及び売掛金 114,588

貸倒引当金（※） △　　 110
114,477 114,477 ―

(3) 投資有価証券
①その他有価証券 52,541 52,541 ―
②関係会社株式 5,650 18,134 12,483

資産計 310,813 323,297 12,483
(1) 支払手形及び買掛金 76,414 76,414 ―
(2) 短期借入金 44,924 44,924 ―
(3) 未払費用 41,634 41,634 ―
(4) 長期借入金（１年内返済予

定の長期借入金を含む） 45,161 45,136 △　　 25

負債計 208,135 208,109 △　　 25
デリバティブ取引 0 0 ―

資　産

２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含ま
れておりません。（(注２)参照）

(単位：百万円)

（※）受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負　債

デリバティブ取引

ヘ ッ ジ 会 計
の 方 法

デリバティブ
取引の種類等

主 な
ヘ ッ ジ
対 象

契 約 額 等
時 価 当該時価の算定方法

うち１年超

為替予約等の
繰延ヘッジ処理

為替予約取引
買建　米ドル

仕入
債務 65(※) ― 0(※)

取引金融機関から提
示された価格に基づ
き算定している

区　　　　　分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 7,027

１．１株当たり純資産額 1,609円57銭

２．１株当たり当期純利益 48円60銭

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払費用
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）
　これらの時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

(1) ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
(2) ヘッジ会計が適用されているもの　：ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約

額または契約において定められた元本相当額等は
次のとおりです。

(単位：百万円)

（※）為替予約等の繰延ヘッジ処理によるものは、持分法適用会社で実施している仕入債務に対する為替予約によるものであり
ます。契約額及び時価については、当社の持分相当額を乗じて算出しており、税効果相当額を控除して連結貸借対照表に
計上しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：百万円)

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、「資産 (3) 投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
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貸借対照表

貸借対照表
（2021年12月31日現在） (単位：百万円)

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
リ ー ス 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
賃 貸 固 定 資 産
敷 金
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

165,847
68,146

13
77,341
5,521

108
5,050
1,581

452
5,972
1,740

△　　　83
390,626
209,067

64,925
4,550

48,327
3,676
5,902

78,969
2,242

473
6,209

523
5,090

268
326

175,349
52,886
82,603
6,062
1,281

14,969
8,014
8,181
2,178
3,244

△　 4,073　

（負　債　の　部）
流 動 負 債 150,600

支 払 手 形 3
電 子 記 録 債 務 2,548
買 掛 金 52,562
短 期 借 入 金 17,350
１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 12,322
リ ー ス 債 務 606
未 払 金 3,747
未 払 法 人 税 等 3,623
未 払 消 費 税 等 2,991
未 払 費 用 30,745
預 り 金 8,047
賞 与 引 当 金 3,379
資 産 除 去 債 務 16
従 業 員 預 り 金 6,214
設 備 関 係 支 払 手 形 6
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 5,117
そ の 他 1,317

固 定 負 債 105,062
長 期 借 入 金 18,694
リ ー ス 債 務 1,894
退 職 給 付 引 当 金 71,869
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 3,089
債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,785
資 産 除 去 債 務 3,274
そ の 他 4,455
負 債 合 計 255,663

（ 純  資  産  の  部 ）
株 主 資 本 274,491
資 本 金 11,014
資 本 剰 余 金 9,676
資 本 準 備 金 9,664
そ の 他 資 本 剰 余 金 12

利 益 剰 余 金 268,618
利 益 準 備 金 2,753
そ の 他 利 益 剰 余 金 265,864
配 当 準 備 積 立 金 6
退 職 給 与 積 立 金 500
圧 縮 記 帳 積 立 金 612
別 途 積 立 金 254,080
繰 越 利 益 剰 余 金 10,666

自 己 株 式 △　14,817
評 価 ・ 換 算 差 額 等 26,320
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 26,320
純 資 産 合 計 300,811

資 産 合 計 556,474 負 債 純 資 産 合 計 556,474
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

計算書類

37



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/02/22 23:03:24 / 21818864_山崎製パン株式会社_招集通知

損益計算書

損益計算書
(2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで) (単位：百万円)

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 741,371
売 上 原 価 502,309

売 上 総 利 益 239,062
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 224,311

営 業 利 益 14,750
営 業 外 収 益

受 取 利 息 107
受 取 配 当 金 1,645
賃 貸 収 入 1,547
為 替 差 益 547
そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,215 5,062

営 業 外 費 用
支 払 利 息 379
賃 貸 費 用 464
そ の 他 の 営 業 外 費 用 346 1,190
経 常 利 益 18,622

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 76
助 成 金 収 入 73
そ の 他 1 150

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 888
減 損 損 失 638
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,319
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 662
そ の 他 285 3,794
税 引 前 当 期 純 利 益 14,979
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 5,848
法 人 税 等 調 整 額 △　690 5,157
当 期 純 利 益 9,821

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
(2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで) (単位：百万円)

株　　主　　資　　本

資 本 金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金 そ　の　他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

そ  の  他  利  益  剰  余  金
配 当 準 備
積 立 金

退 職 給 与
積 立 金

圧 縮 記 帳
積 立 金

当 期 首 残 高 11,014 9,664 12 9,676 2,753 6 500 615
当期変動額

剰余金の配当
圧縮記帳積立金の取崩 △　3
別途積立金の積立
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額 (純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 0 0 ― ― ― △　3
当 期 末 残 高 11,014 9,664 12 9,676 2,753 6 500 612

株　　主　　資　　本 評価・換算
差 額 等

純資産合計
利　益　剰　余　金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 251,380 8,323 263,578 △　5,241 279,027 24,761 303,789
当期変動額

剰余金の配当 △　4,782 △　4,782 △　4,782 △　4,782
圧縮記帳積立金の取崩 3 ― ― ―
別途積立金の積立 2,700 △　2,700 ― ― ―
当期純利益 9,821 9,821 9,821 9,821
自己株式の取得 △　9,576 △　9,576 △　9,576
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額 (純額) 1,558 1,558

当 期 変 動 額 合 計 2,700 2,342 5,039 △　9,576 △　4,536 1,558 △　2,978
当 期 末 残 高 254,080 10,666 268,618 △14,817 274,491 26,320 300,811

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法に基づく原価法
その他有価証券

時価のあるもの・・・・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの・・・・・・・・移動平均法に基づく原価法
(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品、仕掛品・・・・・・・・・・売価還元法に基づく原価法（貸借対照表価額については、
収益性の低下による簿価切下げの方法）

原材料、商品・・・・・・・・・・主として先入先出法に基づく原価法（貸借対照表価額に
ついては、収益性の低下による簿価切下げの方法）

貯蔵品・・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額につい
ては、収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定率法
　ただし、コンビニエンスストア事業で使用する有形固定資産及び1998年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物は定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法

　ただし、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
(3) リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法。なお、リース取引開始日が会計基準適
用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理を引き続き適用しております。
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個別注記表

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法
により、翌事業年度から費用処理することとしております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数による定額法によ
り、費用処理することとしております。

(4) 役員退職慰労引当金
　役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規則（内規）に基づく当事業年度
末要支給額を計上しております。

(5) 債務保証損失引当金
　子会社への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等を勘案し、損失負担見
込額を計上しております。

４．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算
書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

５．消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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個別注記表

当事業年度
関 係 会 社 株 式 82,603
関 係 会 社 株 式 評 価 損 (※) 145

表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当
事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載して
おります。

会計上の見積りに関する注記
　会計上の見積りにより、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次の
とおりであります。
　なお、新型コロナウイルス感染症に伴う影響については、2022年度末まで継続するものと仮定し
ておりますが、経済活動への影響は不確実性があり、将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼ
す可能性があります。

関係会社への投融資の評価
１．関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
(単位：百万円)

（※）「関係会社株式評価損」は、「損益計算書」の「特別損失　その他」に含まれております。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、関係会社に対する投資について、当該関係会社の財政状態の悪化等により実質価
額が著しく低下した場合には、回収可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除い
て、相当の減額をした上で評価差額を「関係会社株式評価損」として計上しております。
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個別注記表

当事業年度
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 6,062
貸 倒 引 当 金 1,787
関 係 会 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 662

当事業年度
債 務 保 証 損 失 引 当 金 1,785
債 務 保 証 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,319

１．有形固定資産の減価償却累計額 550,639百万円

２．賃貸固定資産の減価償却累計額 4,650百万円

２．関係会社貸付金の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：百万円)

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、関係会社への長期貸付金に対して、当該関係会社の財政状態の悪化等により回収
可能性に疑義が生じた場合には債権の区分に基づき貸倒引当金を計上しております。

３．関係会社に対する債務保証の評価
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：百万円)

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、関係会社の借入金に対して債務保証を行っております。当該債務保証に関して、
当該関係会社の財政状態及び将来の回復見込み等を個別に勘案して、損失負担見込額を債務
保証損失引当金として計上しております。

貸借対照表に関する注記
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㈱ヴィ・ド・フランス 9,409百万円
その他 1,506百万円
合計 10,915百万円

短期金銭債権 3,336百万円
長期金銭債権 381百万円
短期金銭債務 12,007百万円
長期金銭債務 20百万円

売上高 23,832百万円
仕入高 76,339百万円
営業取引以外の取引高 4,648百万円

株式の種類 当事業年度期首
株  式  数  (株)

当 事 業 年 度
増加株式数 (株)

当 事 業 年 度
減少株式数 (株)

当 事 業 年 度 末
株  式  数  (株)

普 通 株 式 2,891,607 4,555,889 75 7,447,421

単元未満株式の買取による増加 789株
取締役会決議による自己株式の取得による増加 4,555,100株

単元未満株式の売渡による減少 75株

３．保証債務
子会社の金融機関からの借入に対する債務保証

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（変動事由の概要）
　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　減少数の内訳は、次のとおりであります。
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繰延税金資産
貸倒引当金 1,161百万円
賞与引当金 1,030百万円
未払事業税等 444百万円
退職給付引当金 21,920百万円
関係会社株式評価損 3,606百万円
役員退職慰労引当金 942百万円
減損損失 764百万円
資産除去債務 1,003百万円
会員権評価損 468百万円
債務保証損失引当金 544百万円
その他 1,500百万円
繰延税金資産小計 33,387百万円
評価性引当額 △　6,407百万円
繰延税金資産合計 26,980百万円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 192百万円
圧縮記帳積立金 268百万円
その他有価証券評価差額金 11,549百万円
繰延税金負債合計 12,010百万円

繰延税金資産の純額 14,969百万円

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表上に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。
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１．子会社等 (単位：百万円)

種　類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科　目 期末残高

子 会 社 ㈱ ヴ ィ ・ ド ・
フ ラ ン ス

所有
直接100.0％

債務保証
役員の兼任

債務保証
(注１) 9,409 ― ―

２．役員及び個人主要株主等 (単位：百万円)

種　類 会 社 等 の 名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額 科　目 期末残高

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等

飯 島 興 産 ㈱
(注６)

(被所有)
直接　8.8％

当社製品の販売
不動産の賃貸借
役員の兼任

パン、和・洋
菓子の販売

(注２)
13 売 掛 金 1

不動産の賃借
(注４) 60 前払費用 4

不動産の賃貸
(注４) 9 ― ―

ト ー ワ 物 産 ㈱
(注７)

(被所有)
直接　0.8％

同社商品の購入
不動産の賃貸

原材料の購入
(注３) 6,327 買 掛 金 1,039

消耗品の購入
(注３) 171 未払費用 77

不動産の賃貸
(注４) 8 ― ―

ト ー ワ 保 険
セ ン タ ー ㈱

(注７)
(被所有)

直接　0.0％ 保険代理店業 保険料の支払
(注５) 300

前払費用 6
長期前払
費　　用 289

関連当事者との取引に関する注記

取引条件ないし取引条件の決定方針等
（注１）銀行からの借入につき、債務保証を行ったものであります。
（注２）製品の販売価格その他の取引条件については、一般の取引先と同様であります。
（注３）原材料及び消耗品の購入については、市場価格を勘案し交渉の上決定しております。
（注４）不動産の賃貸借については、近隣の価格を参考にして双方協議の上決定しております。
（注５）保険料の支払については、一般的な保険取引と同一の条件であります。
（注６）当社代表取締役社長飯島延浩が議決権の67.3％を直接保有しております。また、同氏は2021年３月

31日付で飯島興産㈱の代表取締役に就任しております。
（注７）飯島興産㈱が議決権の100％を直接保有している会社であります。
（注８）消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、債権債務の期末残高には消費税等が含まれて

おります。
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１．１株当たり純資産額 1,413円35銭

２．１株当たり当期純利益 46円00銭

１株当たり情報に関する注記
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連結会計監査報告

独立監査人の監査報告書
山崎製パン株式会社
　　取締役会　御中

2022年２月７日

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 田 浩 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 國 井 　 隆 ㊞

双研日栄監査法人
東京都中央区

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、山崎製パン株式会社の2021年１月１日から
2021年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、山崎製パン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬󠄁による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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会計監査報告

独立監査人の監査報告書
山崎製パン株式会社
　　取締役会　御中

2022年２月７日

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 山 田 浩 一 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 國 井 　 隆 ㊞

双研日栄監査法人
東京都中央区

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、山崎製パン株式会社の2021年１月１日か
ら2021年12月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

会計監査人の監査報告書謄本
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬󠄁による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査報告書
　当監査役会は、2021年１月１日から2021年12月31日までの第74期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報
告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告書謄本
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人である双研日栄監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人である双研日栄監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 大 本 一 弘 ㊞
常勤監査役 松 田 道 弘 ㊞
常勤監査役 佐 藤 健 司 ㊞
監　査　役 齋 藤 昌 男 ㊞
監　査　役 馬場久萬男 ㊞

2022年２月７日

山崎製パン株式会社　監査役会

(注) 監査役のうち松田道弘、齋藤昌男、馬場久萬男は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役で
あります。

以　上
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剰余金処分議案

繰越利益剰余金 5,100,000,000円

別途積立金 5,100,000,000円

株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

１．期末配当に関する事項

　当社は、各事業年度の業績の状況と将来の事業展開を総合的に勘案し、企業基盤の強化のため
の内部留保にも配慮しつつ、株主の皆様への安定した配当を継続することを基本方針としており
ます。
　第74期の期末配当につきましては、当期の業績と今後の経営環境等を勘案いたしまして、以
下のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類
　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　当社普通株式１株につき金22円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は4,682,379,658円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
2022年３月31日

２．剰余金の処分に関する事項

　内部留保金につきましては、将来にわたる生産設備の増強および販売・物流体制の強化のため
の資金需要に備えるとともに、新規事業分野の開拓に活用をはかるため、以下のとおりといたし
たいと存じます。

(1) 減少する剰余金の項目およびその額

(2) 増加する剰余金の項目およびその額
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

(1) 当社は、取締役会の監督機能を強化し、コーポレートガバナンス体制の一層の充実をはかる
ため、監査等委員会設置会社に移行いたしたいと存じます。
これに伴い、次のとおり所要の変更を行うものであります。
なお、この定款一部変更は、本総会終結の時をもって効力を生じるものといたします。

①監査等委員会を置くこと、その他監査等委員会に関する規定を新設し、併せて、監査役、
監査役会に関する規定を削除するものであります。これに伴い、監査役の責任免除に関す
る附則を新設するものであります。〔変更案第４条、第33条から第35条まで、現行定款
第26条、第32条から第39条まで、附則第１条〕
②監査等委員である取締役の員数、選任方法、任期、報酬等に関する規定を新設するもので
あります。〔変更案第20条、第21条、第22条、第30条〕
③取締役会の決議によって重要な業務執行の決定の全部又は一部を取締役に委任することが
できる旨の規定を新設するものであります。〔変更案第29条〕
④上記のほか、関連する規定の修正、削除等、所要の変更を行うものであります。〔変更案
第20条、第22条、第23条〕

(2) 「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書に規定する
改正規定が2022年９月１日に施行され、株主総会参考書類等の電子提供制度が創設されま
す。当社は、「会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」
（令和元年法律第71号）により、当該制度の利用が義務付けられますので、これに備える
ため、次のとおり所要の変更を行うものであります。
なお、この定款一部変更は、2022年９月１日付（但し、附則第２条の新設については本総
会終結の時）をもって効力を生じるものといたします。

①株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置をとる旨の定めを新設する
ものであります。〔変更案第17条第１項〕
②書面交付請求をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲に関する規定を新設するも
のであります。〔変更案第17条第２項〕
③株主総会参考書類等のインターネット開示およびみなし提供の規定は不要となるため、削
除するものであります。〔現行定款第17条〕
④上記変更についての効力発生日等に関する附則を新設するものであります。〔附則第２
条〕

(3) 上記条文の新設および削除に伴い、条数の変更を行うものであります。
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　変更の内容は、次のとおりであります。 （下線は変更部分を示します。）

２．変更の内容

現行定款 変更案
第１章　総則

第１条～第３条
（条文省略）

第４条（機関）
当会社は、株主総会及び取締役のほか、次
の機関を置く。
１．取締役会
２．監査役
３．監査役会

＜新　　設＞
４．会計監査人

第５条　　　　　　（条文省略）

第２章　株式

第６条～第12条
（条文省略）

第３章　株主総会

第13条～第16条
（条文省略）

第１章　総則

第１条～第３条
（現行どおり）

第４条（機関）
当会社は、株主総会及び取締役のほか、次
の機関を置く。
１．取締役会

＜削　　除＞
＜削　　除＞

２．監査等委員会
３．会計監査人

第５条　　　　  　（現行どおり）

第２章　株式

第６条～第12条
（現行どおり）

第３章　株主総会

第13条～第16条
（現行どおり）
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現行定款 変更案
第17条（�株主総会参考書類等のインターネット開示

とみなし提供）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類、事業報告、計算書類及び連結
計算書類に記載又は表示をすべき事項に係
る情報を、法務省令に定めるところに従い
インターネットを利用する方法で開示する
ことにより、株主に対して提供したものと
みなすことができる。

＜新　　設＞

第18条～第19条
（条文省略）

第４章　取締役及び取締役会

第20条（取締役の員数）
当会社は、取締役15名以内を置く。

＜新　　設＞

＜削　　除＞

第17条（電子提供措置等）
当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類等の内容である情報について、
電子提供措置をとるものとする。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部又は一部につ
いて、議決権の基準日までに書面交付請求
した株主に対して交付する書面に記載しな
いことができる。

第18条～第19条
（現行どおり）

第４章　取締役及び取締役会

第20条（員数）
当会社の取締役（監査等委員である取締役
を除く。）は、15名以内とする。

２．当会社の監査等委員である取締役は、５名
以内とする。
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現行定款 変更案
第21条（取締役の選任方法）

取締役は、株主総会において選任する。

２．取締役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を
有する株主が出席し、その議決権の過半数
をもって行う。

３．取締役の選任決議は、累積投票によらない
ものとする。

第22条（取締役の任期）
取締役の任期は、選任後２年以内に終了す
る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとする。

２．増員又は補欠として選任された取締役の任
期は、在任取締役の任期の満了する時まで
とする。

＜新　　設＞

＜新　　設＞

＜新　　設＞

第21条（選任方法）
取締役は、監査等委員である取締役とそれ
以外の取締役とを区別して、株主総会にお
いて選任する。

（現行どおり）

（現行どおり）

第22条（任期）
取締役（監査等委員である取締役を除く。）
の任期は、選任後１年以内に終了する事業
年度のうち最終のものに関する定時株主総
会の終結の時までとする。

＜削　　除＞

２．監査等委員である取締役の任期は、選任後
２年以内に終了する事業年度のうち最終の
ものに関する定時株主総会の終結の時まで
とする。

３．任期の満了前に退任した監査等委員である
取締役の補欠として選任された監査等委員
である取締役の任期は、退任した監査等委
員である取締役の任期の満了する時までと
する。

４．補欠の監査等委員である取締役の選任決議
が効力を有する期間は、当該決議後２年以
内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時株主総会の開始の時までとする。
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現行定款 変更案
第23条（代表取締役及び役付取締役）

取締役会は、その決議によって代表取締役
を選定する。

２．取締役会は、その決議によって取締役の中
から会長及び社長各１名、副社長、専務取
締役及び常務取締役各若干名を定めること
ができる。

第24条～第25条
（条文省略）

第26条（取締役会の招集通知）
取締役会の招集通知は、各取締役及び各監
査役に対して、会日の３日前までにこれを
発する。但し、緊急の必要があるときは、
この期間を短縮することができる。

２．取締役及び監査役の全員の同意があるとき
は、招集の手続を経ないで取締役会を開催
することができる。

第27条～第28条
（条文省略）

＜新　　設＞

第23条（代表取締役及び役付取締役）
取締役会は、その決議によって、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の中か
ら代表取締役を選定する。

２．取締役会は、その決議によって、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の中か
ら会長及び社長各１名、副社長、専務取締
役及び常務取締役各若干名を定めることが
できる。

第24条～第25条
（現行どおり）

第26条（取締役会の招集通知）
取締役会の招集通知は、各取締役に対し
て、会日の３日前までにこれを発する。但
し、緊急の必要があるときは、この期間を
短縮することができる。

２．取締役全員の同意があるときは、招集の手
続を経ないで取締役会を開催することがで
きる。

第27条～第28条
（現行どおり）

第29条（重要な業務執行の決定の委任）
当会社は、会社法第399条の13第６項の規
定により、取締役会の決議によって、重要
な業務執行（同条第５項各号に掲げる事項
を除く。）の決定の全部又は一部を取締役
に委任することができる。
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現行定款 変更案
第29条（取締役の報酬等）

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対
価として当会社から受ける財産上の利益
（以下、「報酬等」という。）は、株主総会
の決議によって定める。

第30条～第31条
（条文省略）

第５章　監査役及び監査役会

第32条（監査役の員数）
当会社は、監査役５名以内を置く。

第33条（監査役の選任方法）
監査役は、株主総会において選任する。

２．監査役の選任決議は、議決権を行使するこ
とができる株主の議決権の３分の１以上を
有する株主が出席し、その議決権の過半数
をもって行う。

第34条（監査役の任期）
監査役の任期は、選任後４年以内に終了す
る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとする。

２．任期の満了前に退任した監査役の補欠とし
て選任された監査役の任期は、退任した監
査役の任期の満了する時までとする。

第35条（常勤の監査役）
監査役会は、その決議によって常勤の監査
役を選定する。

第30条（報酬等）
取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対
価として当会社から受ける財産上の利益
は、監査等委員である取締役とそれ以外の
取締役とを区別して、株主総会の決議に
よって定める。

第31条～第32条
（現行どおり）

＜削　　除＞

＜削　　除＞

＜削　　除＞

＜削　　除＞

＜削　　除＞
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現行定款 変更案
第36条（監査役会規則）

監査役会に関する事項は、法令又は本定款
のほか、監査役会において定める監査役会
規則による。

第37条（監査役会の招集通知）
監査役会の招集通知は、各監査役に対し
て、会日の３日前までにこれを発する。但
し、緊急の必要があるときは、この期間を
短縮することができる。

２．監査役全員の同意があるときは、招集の手
続を経ないで監査役会を開催することがで
きる。

第38条（監査役の報酬等）
監査役の報酬等は、株主総会の決議によっ
て定める。

第39条（監査役の責任免除）
当会社は、会社法第426条第１項の規定に
より、取締役会の決議によって、同法第
423条第１項に定める監査役（監査役で
あった者を含む。）の損害賠償責任を、法
令の限度において免除することができる。 

２．当会社は、会社法第427条第１項の規定に
より、社外監査役との間に、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結することができる。但し、当該契約に基
づく責任の限度額は、法令が規定する額と
する。

＜削　　除＞

＜削　　除＞

＜削　　除＞

＜削　　除＞
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現行定款 変更案
＜新　　設＞

＜新　　設＞

＜新　　設＞

＜新　　設＞

第６章　計算

第40条～第42条
（条文省略）

＜新　　設＞

＜新　　設＞

第５章　監査等委員会

第33条（常勤の監査等委員）
監査等委員会は、その決議によって、監査
等委員の中から常勤の監査等委員を選定す
ることができる。

第34条（監査等委員会規則）
監査等委員会に関する事項は、法令又は本
定款のほか、監査等委員会において定める
監査等委員会規則による。

第35条（監査等委員会の招集通知）
監査等委員会の招集通知は、各監査等委員
に対して、会日の３日前までにこれを発す
る。但し、緊急の必要があるときは、この
期間を短縮することができる。

２．監査等委員全員の同意があるときは、招集
の手続を経ないで監査等委員会を開催する
ことができる。

第６章　計算

第36条～第38条
（現行どおり）

附則

第１条（監査役の責任免除に関する経過措置）
当会社は、会社法第426条第１項の規定に
より、取締役会の決議によって、第74回定
時株主総会において決議された定款一部変
更の効力が生ずる前の行為に関する同法第
423条第１項に定める監査役（監査役で
あった者を含む。）の損害賠償責任を、法
令の限度において免除することができる。 
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現行定款 変更案
＜新　　設＞ 第２条（�株主総会参考書類等の電子提供措置等に関

する経過措置）
定款第17条の変更は、「会社法の一部を改
正する法律」（令和元年法律第70条）附則
第１条ただし書に規定する改正規定の施行
の日である2022年９月１日（以下「施行
日」という。）に効力を生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６か
月以内の日を株主総会の日とする株主総会
については、定款第17条（株主総会参考書
類等のインターネット開示とみなし提供）
はなお効力を有する。

３．本条は、施行日から６か月を経過した日又
は前項の株主総会の日から３か月を経過し
た日のいずれか遅い日後にこれを削除する。
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候補者
番　号 氏　　　　名 現在の当社における地位および担当 候 補 者 属 性

１
いい じま のぶ ひろ

飯 島 延 浩　
再 任

　 代表取締役社長

２
いい じま さ ち ひこ

飯 島 佐知彦　
再 任

　
取締役副社長

生産、食品安全衛生管理、中央研究所、購買、
施設担当

３
いい じま みき お

飯 島 幹 雄　
再 任

　
取締役副社長

総務、人事、関係会社管理・業務支援室担当

４
よこ はま みち お

横 濱 通 雄　
再 任

　
専務取締役

経理、財務担当

５
あい だ まさ ひさ

会 田 正 久　
再 任

　
専務取締役

総務、総合クリエイションセンター担当、
総務本部長

６
いぬ つか いさむ

犬 塚 勇　
再 任

　
専務取締役

営業担当、
営業統括本部長

７
せき ね おさむ

関 根 治　
再 任

　
専務取締役

広域流通営業担当

８
ふか さわ ただ し

深 澤 忠 史　
再 任

　
専務取締役

生産、食品安全衛生管理、中央研究所担当、
生産統括本部長

９
その だ まこと

園 田 誠　
再 任

　
常務取締役

人事担当

10
しま だ ひで お

島 田 秀 男　
再 任

　 社外取締役 社外取締役
独立役員

11
はた え けい こ

畑 江 敬 子　
再 任

　 社外取締役 社外取締役
独立役員

第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）11名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置
会社に移行するとともに、本総会終結の時をもって取締役15名全員が任期満了となります。
　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）11名の選任をお願いするものであ
ります。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、
効力を生じるものといたします。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

【参考】取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者一覧
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

１
いい じま のぶ ひろ

飯 島 延 浩
（1941年７月28日生）

1964年４ 月 当社入社
3,665,424株1970年８ 月 当社取締役

1979年１ 月 当社常務取締役
1979年３ 月 当社代表取締役社長

現在に至る
2006年７ 月 ㈱東ハト代表取締役会長

現在に至る
2007年６ 月 ㈱不二家取締役相談役

現在に至る
（重要な兼職の状況）

㈱不二家取締役相談役
＜取締役候補者とした理由＞
代表取締役社長である飯島延浩は、入社以来、主に生産関連業務に携わり、1970年に取締役に就任
し、生産担当役員を経て、1979年に当社社長に就任して現在に至るまで社長を務めております。山
崎製パン㈱の「経営基本方針」に則り、良品廉価・顧客本位の精神に徹し、製品と品質をもって世に
問う事業経営にあたるとともに、いのちの道の教えに導かれる21世紀のヤマザキの経営手法を見出
し、「21世紀のヤマザキの経営方針」を制定し、その実践、実行、実証に励み、当社グループを先頭
に立って指揮し、今日の成長・発展を実現してまいりました。当社を今日にまで導いた業務経験と当
社グループの経営全般さらには当業界のリーダーとしての見識を持って、当社を社会に有用なものと
することを使命として日々業務に従事しておりますので、引き続き取締役として選任をお願いするも
のであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

２
いい じま さ ち ひこ

飯 島 佐知彦
（1967年11月18日生）

1993年４ 月 当社入社
144,000株2009年11月 ㈱ヤマザキ代表取締役副社長

現在に至る
2010年９ 月 ㈱スーパーヤマザキ取締役会長

現在に至る
2012年３ 月 当社取締役
2013年８ 月 当社常務取締役
2016年３ 月 ㈱東ハト代表取締役社長
2019年８ 月 当社専務取締役 デイリーヤマザキ事業、購

買、施設担当
2020年 ３月 当社取締役副社長 生産、食品安全衛生管理、

中央研究所、デイリーヤマザキ事業、購買、施
設担当

2021年 ４月 当社取締役副社長 生産、食品安全衛生管理、
中央研究所、購買、施設担当

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
飯島佐知彦氏は、入社以来、生産・営業関連業務に携わるとともに、小売事業の第一線でも幅広い経
験を積み重ね、2012年に取締役に就任しました。2013年から常務取締役としてデイリーヤマザキ事
業や購買、海外事業を担当し、2016年からは㈱東ハトの代表取締役社長として再建に取り組みまし
た。現在は取締役副社長として生産、食品安全衛生管理、中央研究所、購買、施設を担当しており、
当社における豊富な業務経験と事業運営に関する深い知見を有していることから、引き続き取締役と
して選任をお願いするものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

３
いい じま みき お

飯 島 幹 雄
（1966年７月10日生）

1997年４ 月 当社入社
155,000株2004年３ 月 当社取締役

2006年10月 当社常務取締役
2008年３ 月 Ｂ－Ｒサーティワンアイスクリーム㈱社外取締

役
現在に至る

2013年８ 月 当社専務取締役
2016年11月 当社専務取締役 営業、デイリーヤマザキ事

業、総合クリエイションセンター担当
2018年 ３月 当社取締役副社長 営業、デイリーヤマザキ事

業、総合クリエイションセンター担当
2019年 ８月 当社取締役副社長
2019年 ８月 ㈱東ハト代表取締役社長

現在に至る
2020年 １月 当社取締役副社長 総務、人事担当
2020年 ６月 当社取締役副社長 総務、人事、関係会社管

理・業務支援室担当
現在に至る

（重要な兼職の状況）
㈱東ハト代表取締役社長
Ｂ－Ｒサーティワンアイスクリーム㈱社外取締役

＜取締役候補者とした理由＞
飯島幹雄氏は、入社以来、生産、営業関連業務に携わり、2004年に取締役に就任し、海外事業担当
や営業、デイリーヤマザキ事業担当を務めるなど幅広い分野の経験を積み重ねて、2018年に取締役
副社長に就任し、現在は総務、人事、関係会社管理・業務支援室を担当するとともに、㈱東ハトの代
表取締役社長を兼務しており、当社における豊富な業務経験と事業経営に関する幅広い知見を有して
いることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

４
よこ はま みち お

横 濱 通 雄
（1944年１月23日生）

1967年 ３月 当社入社
4,560株2001年 ３月 当社取締役

2002年11月 当社常務取締役経理本部長
2013年 ３月 当社常務取締役 経理、財務担当
2018年 ３月 当社専務取締役 経理、財務担当

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
横濱通雄氏は、入社以来、主に財務、会計関連業務に携わり、2001年に取締役に就任し、経理本部
長を経て、現在は専務取締役として経理、財務を担当しており、当社における豊富な業務経験と、経
理、財務業務に関する幅広い知見を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするも
のであります。

67



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/02/22 23:03:24 / 21818864_山崎製パン株式会社_招集通知

取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

５
あい だ まさ ひさ

会 田 正 久
（1944年２月14日生）

1966年３ 月 当社入社
4,000株1999年３ 月 当社取締役

2007年11月 当社常務取締役 総務担当、総務本部長兼管財
部長

2018年３ 月 当社専務取締役 総務、総合クリエイションセ
ンター担当、総務本部長

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
会田正久氏は、入社以来、主に総務、法務、広報関連業務に携わり、1999年に取締役に就任し、現
在は総務本部長を務めるとともに、専務取締役として環境・社会貢献活動を含む当社事業経営の要で
ある総務業務全般を担当しており、当社における豊富な業務経験と子会社を含む当社グループの管
理・運営業務に関する知見を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであ
ります。

６
いぬ つか いさむ

犬 塚 勇
（1962年12月15日生）

1985年 ４月 当社入社
3,000株2011年 ３月 当社取締役

2013年 ８月 当社常務取締役 営業担当、営業統括本部長兼
小売事業本部長

2015年 ３月 当社常務取締役 営業担当、営業統括本部長
2018年 ３月 当社専務取締役 営業担当、営業統括本部長

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
犬塚勇氏は、入社以来、主に営業関連業務に携わり、工場長として現場に精通し、「本物の５Ｓ・全
員参加の５Ｓ」と「ピーター・ドラッカー博士の５つの質問」を連動させる「２本立ての５Ｓ」を実
践、実行、実証した後、2011年に取締役に就任し、営業統括本部長を務めるとともに、小売事業本
部長として販売の第一線を指揮しました。現在は営業担当専務取締役として営業・生産が一体となっ
た部門別製品施策・営業戦略、小委員会による「なぜなぜ改善」を推進しており、当社における豊富
な業務経験と営業に関する幅広い知見を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いす
るものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

７
せき ね おさむ

関 根 治
（1947年９月５日生）

1970年 ４月 当社入社
3,000株2000年 ３月 当社取締役

2008年 １月 当社常務取締役
2009年12月 当社取締役
2010年 ６月 日糧製パン㈱代表取締役会長
2012年 ３月 当社取締役退任
2014年 ２月 当社常務執行役員
2014年 ３月 当社常務取締役 広域流通営業担当
2018年 ３月 当社専務取締役 広域流通営業担当

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
関根治氏は、入社以来、主に営業関連業務に携わり、工場長として現場に精通し、2000年に取締役
に就任し、当社の主要な得意先である広域流通チェーンを担当して幅広い人脈を形成し、関連会社の
会長を務めた後、2014年に取締役に再任され、現在は専務取締役として広域流通営業を担当して、
「為せば成る」のヤマザキの精神をもって広域流通部門をリードしており、当社における豊富な業務
経験と営業業務に関する知見を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするもので
あります。

８
ふか さわ ただ し

深 澤 忠 史
（1950年10月４日生）

1974年 ４月 当社入社
4,000株2006年 ３月 当社取締役

2010年 ３月 当社取締役退任
2010年 ６月 日糧製パン㈱取締役副社長
2013年 ６月 当社常務執行役員
2014年 ３月 当社取締役生産統括本部長
2015年 ３月 当社常務取締役
2017年 ３月 当社常務取締役 生産、食品安全衛生管理、中

央研究所、施設担当、生産統括本部長
2017年 ７月 当社常務取締役 生産、食品安全衛生管理、中

央研究所、施設担当、生産統括本部長兼生産企
画本部長兼生産企画部長

2018年 ３月 当社専務取締役 生産、食品安全衛生管理、中
央研究所、施設担当、生産統括本部長

2019年 ８月 当社専務取締役 生産、食品安全衛生管理、中
央研究所担当、生産統括本部長

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
深澤忠史氏は、入社以来、生産関連業務に携わり、2006年に取締役に就任し、関連会社の副社長を
経て、2014年に取締役に再任され、現在は専務取締役として生産部門の総責任者を務めるととも
に、中央研究所における研究開発活動を担当し、また、工場施設を含む食品安全衛生管理を担当して
おり、当社における豊富な業務経験と生産全般に関する知見を有していることから、引き続き取締役
として選任をお願いするものであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

９
その だ まこと

園 田 誠
（1953年11月３日生）

1976年 ４月 当社入社
3,000株2008年 ３月 当社取締役

2012年 ３月 当社取締役武蔵野工場長
2016年 ３月 当社常務取締役 人事担当

現在に至る
＜取締役候補者とした理由＞
園田誠氏は、入社以来、生産および技術研究関連業務に携わった後、2008年に取締役に就任し、ま
た、関西、関東における主力工場の工場長として現場の経験を経て、現在は常務取締役として人事部
門を担当しており、当社における人事面、特に労使一体となった従業員関係の構築に豊富な業務経験
と人事業務に関する知見を有していることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであり
ます。

10
しま だ ひで お

島 田 秀 男

社外取締役

独 立 役 員

（1951年９月27日生）

　

1975年４ 月 ㈱住友銀行入行
1,000株2008年４ 月 ㈱三井住友銀行取締役兼専務執行役員兼㈱三

井住友フィナンシャルグループ専務執行役員
2010年４ 月 同行取締役兼副頭取執行役員兼㈱三井住友フ

ィナンシャルグループ副社長執行役員
2010年６ 月 同行取締役兼副頭取執行役員兼㈱三井住友フ

ィナンシャルグループ取締役
2011年４ 月 同行取締役兼㈱三井住友フィナンシャルグル

ープ取締役
2011年５ 月 三井住友カード㈱顧問
2011年６ 月 同社代表取締役社長兼最高執行役員
2015年６ 月 同社取締役会長
2018年３ 月 当社社外取締役

現在に至る
2018年６ 月 三井住友カード㈱特別顧問
2019年６ 月 コナミホールディングス㈱社外監査役

（2021年 6 月まで）
2021年９ 月 三井住友カード㈱顧問

現在に至る
（重要な兼職の状況）

三井住友カード㈱顧問
＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
島田秀男氏は、長年にわたる金融機関での企業経営に関する経験と高い見識を有しており、当社の経
営全般に対する助言をいただくとともに、独立した立場から取締役の業務執行について監督していた
だけることを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって４年となります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

11
はた え けい こ

畑 江 敬 子

社外取締役

独 立 役 員

（1941年３月28日生）

　

1982年 ６月 お茶の水女子大学家政学部講師
3,000株1986年10月 同大学家政学部助教授

1997年10月 同大学生活科学部教授
2003年 １月 農林物資規格調査会委員

（2006年 6 月まで）
2004年 １月 日本調理科学会会長

（2007年12月まで）
2006年 ４月 お茶の水女子大学名誉教授

現在に至る
2006年 ４月 和洋女子大学教授
2006年 ７月 内閣府食品安全委員会委員

（2012年 6 月まで）
2008年 ６月 社団法人日本家政学会会長

（2010年 5 月まで）
2012年 ２月 昭和学院短期大学学長
2016年 ３月 当社社外取締役

現在に至る
（重要な兼職の状況）

お茶の水女子大学名誉教授
＜社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
畑江敬子氏は、大学の教授や学長、学会会長の要職を歴任され、政府機関の委員として「食」に関す
る重責を担われ、当社が経営基盤とする食品安全衛生管理や調理科学の研究に関し豊富な経験と高い
学識を有しており、専門的立場から指導していただくとともに、当社の経営全般に対する助言をいた
だけることを期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与したことがありませんが、上記
の理由により、当社の社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断しておりま
す。
また、同氏の社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって６年となります。

(注) １. 飯島延浩氏は、当社の子会社である㈱東ハトの代表取締役会長を兼務しており、同社は当社と同一の部類に属する事
業を行っております。当社は、同社と製品の売買取引を行っております。また、同氏は、飯島興産㈱の代表取締役を
務めており、当社は同社と当社製品の売買取引や不動産の賃貸借等を行っております。

２. 飯島幹雄氏は、当社の子会社である㈱東ハトの代表取締役社長を兼務しており、同社は当社と同一の部類に属する事
業を行っております。当社は、同社と製品の売買取引を行っております。

３. その他の取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
４. 島田秀男氏および畑江敬子氏は、社外取締役候補者であります。
５. 当社は、島田秀男氏および畑江敬子氏を独立役員として東京証券取引所に届け出ております。
６. 当社は、島田秀男氏および畑江敬子氏と、会社法第423条第１項に定める取締役の当社に対する損害賠償責任につい

て、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しており、両氏の再任が承認され
た場合は当該契約を継続する予定であります。

７. 当社は、島田秀男氏および畑江敬子氏が社外取締役として在任中の2020年３月30日付で、消費者庁から、当社札幌
工場が製造し北海道内で販売した食パンの一部商品について、食品表示法に基づく「指示」ならびに不当景品類及び
不当表示防止法に基づく「措置命令」を受けました。両氏は、平素から取締役会等において法令遵守を徹底するよう
発言を行っており、また、当該違反行為判明後には、原因究明および再発防止策等に関して助言を行うなど、その職
責を果たしております。
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　　　名 現在の当社における地位 候 補 者 属 性

１
さ とう けん じ

佐 藤 健 司　
新 任

　 常勤監査役

２
まつ だ みち ひろ

松 田 道 弘　
新 任

　
常勤監査役
社外監査役

社外取締役
独立役員

３
さい とう まさ お

齋 藤 昌 男　
新 任

　 社外監査役 社外取締役
独立役員

４
ば ば く ま お

馬 場 久萬男　
新 任

　 社外監査役 社外取締役
独立役員

第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置
会社に移行いたします。
　つきましては、監査等委員である取締役４名の選任をお願いするものであります。
　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、
効力を生じるものといたします。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

【参考】監査等委員である取締役候補者一覧
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監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

１
さ とう けん じ

佐 藤 健 司
（1954年２月18日生）

1978年４ 月 当社入社
6,000株2013年３ 月 当社執行役員社長室広報・ＩＲ室長

2014年３ 月 当社執行役員社長室長
2020年３ 月 当社常勤監査役

現在に至る
＜監査等委員である取締役候補者とした理由＞
佐藤健司氏は、入社以来、主に総務・広報関連業務に携わり、ＩＲ業務の立ち上げに中心的な役割を
果たし、社長室広報・ＩＲ室長を経て、2014年に執行役員社長室長に就任し、官公庁との折衝や業
界団体の対応において実績を挙げました。当社における豊富な業務経験と当社グループの経営管理に
関する知見を有していることから、監査等委員である取締役として選任をお願いするものでありま
す。

２
まつ だ みち ひろ

松 田 道 弘

社外取締役

独 立 役 員

（1944年５月４日生）

　

1967年 ４月 ㈱住友銀行入行
0株1997年 ６月 同行常務取締役

2000年 ６月 住銀インベストメント㈱代表取締役社長
2001年 ４月 エスエムビーシーキャピタル㈱へ商号変更

同社代表取締役社長
2003年 ３月 当社監査役
2005年10月 エヌ・アイ・エフＳＭＢＣベンチャーズ㈱代表

取締役会長
2007年 ６月 同社取締役退任
2008年 ３月 当社常勤監査役

現在に至る
＜監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
松田道弘氏は、長年にわたる金融機関での企業経営に関する経験と高い見識を有しており、客観的な
立場から当社の監査・監督を行っていただくとともに、経営全般に対する助言をいただけることを期
待し、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外監査
役としての在任期間は、本総会終結の時をもって19年となります。

73



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類

2022/02/22 23:03:24 / 21818864_山崎製パン株式会社_招集通知

監査等委員である取締役選任議案

候補者
番　号

氏　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

株 式 の 数

３
さい とう まさ お

齋 藤 昌 男

社外取締役

独 立 役 員

（1937年９月23日生）

　

1967年４ 月 弁護士登録
0株1978年３ 月 齋藤法律事務所開設

現在に至る
2010年３ 月 当社監査役

現在に至る

＜監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
齋藤昌男氏は、弁護士として企業法務に関する豊富な経験と幅広い見識を有しており、法律専門家と
しての客観的な立場から当社の監査・監督を行っていただけることを期待し、監査等委員である社外
取締役として選任をお願いするものであります。同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会
社経営に関与したことがありませんが、上記の理由により監査等委員である社外取締役として職務を
適切に遂行することができるものと判断しております。なお、同氏の社外監査役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって12年となります。

４
ば ば く ま お

馬 場 久萬男

社外取締役

独 立 役 員

（1937年12月14日生）

　

1961年 ４月 農林省入省
0株1990年 ８月 農林水産省食品流通局長

1991年 ８月 同省大臣官房長
1992年 ７月 林野庁長官
1993年 ７月 退職
1993年10月 水資源開発公団副総裁
1997年 ５月 財団法人食品産業センター理事長
2000年 ６月 農林漁業信用基金理事長
2005年 ６月 財団法人食品流通構造改善促進機構会長
2013年 ４月 公益財団法人に移行し、公益財団法人食品流通

構造改善促進機構に名称変更
同財団代表理事会長

2018年10月 公益財団法人食品等流通合理化促進機構に名称
変更
同財団代表理事会長

2019年 ３月 当社監査役
現在に至る

2021年 ６月 公益財団法人食品等流通合理化促進機構顧問
現在に至る

（重要な兼職の状況）
公益財団法人食品等流通合理化促進機構顧問

＜監査等委員である社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要＞
馬場久萬男氏は、長年にわたり食品産業政策に携わり食品産業センター理事長などの要職を歴任する
とともに食品流通合理化の事業を手掛けてこられ、食品事業に関する高い見識を有しており、客観的
な立場から当社の監査・監督を行っていただくとともに、当社グループの成長発展のための助言をい
ただけることを期待し、監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏
は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与したことがありませんが、上記の理由に
より監査等委員である社外取締役として職務を適切に遂行することができるものと判断しておりま
す。なお、同氏の社外監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって３年となります。
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監査等委員である取締役選任議案

(注) １. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 松田道弘氏、齋藤昌男氏および馬場久萬男氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は、馬場久萬男氏を独立役員として東京証券取引所に届け出ております。また、松田道弘氏および齋藤昌男氏の

選任が承認された場合は、両氏を独立役員として東京証券取引所に届け出る予定であります。
４. 当社は、齋藤昌男氏および馬場久萬男氏と、会社法第423条第１項に定める監査役の当社に対する損害賠償責任につ

いて、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結しております。両氏の選任が承
認された場合は、会社法第423条第１項に定める取締役の当社に対する損害賠償責任について、同法第425条第１項
に定める最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

５. 当社は、松田道弘氏、齋藤昌男氏および馬場久萬男氏が社外監査役として在任中の2020年３月30日付で、消費者庁
から、当社札幌工場が製造し北海道内で販売した食パンの一部商品について、食品表示法に基づく「指示」ならびに
不当景品類及び不当表示防止法に基づく「措置命令」を受けました。各氏は、平素から取締役会等において法令遵守
を徹底するよう発言を行っており、また、当該違反行為判明後には、原因究明および再発防止策等に関して助言を行
うなど、その職責を果たしております。
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【ご参考】各取締役候補者のスキル・マトリックス（知識・経験・能力等一覧）

氏　　　　名 生産 営業 総務
法務 人事 財務

会計
技術
研究

企業
経営

食品
業界

食品
衛生

労働
安全

飯 島 延 浩 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
飯　島　佐知彦 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
飯 島 幹 雄 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
横 濱 通 雄 ○ ○
会 田 正 久 ○ ○ ○
犬 塚 　 勇 ○ ○ ○
関 根 　 治 ○ ○ ○
深 澤 忠 史 ○ ○ ○ ○ ○ ○
園 田 　 誠 ○ ○ ○ ○ ○
島 田 秀 男 ○ ○
畑 江 敬 子 ○ ○ ○
佐 藤 健 司 ○ ○
松 田 道 弘 ○ ○ ○
齋 藤 昌 男 ○
馬　場　久萬男 ○ ○

【ご参考】
　各取締役候補者のスキル・マトリックス（知識・経験・能力等一覧）
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定議案、監査等委員である取締役の報酬額設定議案

第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額設定の件

　当社の取締役の報酬額は、2016年３月30日開催の第68回定時株主総会において年額６億円以
内（うち社外取締役分は年額3,000万円以内、使用人兼務取締役の使用人分給与および賞与は含ま
ない。）とご決議いただき今日に至っておりますが、当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が
原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置会社に移行いたします。
　つきましては、現在の取締役の報酬額の定めを廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の報酬額を、年額６億円以内（うち社外取締役分は年額3,000万円以内）と定めることとさ
せていただきたいと存じます。
　また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分
給与および賞与は含まないものといたしたいと存じます。
　本議案の内容は、経済情勢、当社の規模、取締役の人数および職務等諸般の事情を勘案したもの
であり、相当なものであると考えております。
　現在の取締役は15名（うち社外取締役２名）であり、第２号議案「定款一部変更の件」および
第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）11名選任の件」が原案どおり承認可決
されますと、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は11名（うち社外取締役２名）となり
ます。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、
効力を生じるものといたします。

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬額設定の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置
会社に移行いたします。
　つきましては、監査等委員である取締役の報酬額を、年額１億円以内と定めることとさせていた
だきたいと存じます。
　本議案の内容は、経済情勢、当社の規模、取締役の人数および職務等諸般の事情を勘案したもの
であり、相当なものであると考えております。
　第２号議案「定款一部変更の件」および第４号議案「監査等委員である取締役４名選任の件」が
原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は４名となります。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、
効力を生じるものといたします。
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退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈議案

氏　　　　名 略　　　　歴
しょう じ よし かず

荘 司 芳 和　
2008年３月 当社取締役

現在に至る
よし だ や りょう いち

吉田谷 良 一　
2017年３月 当社取締役

現在に至る
やま だ ゆう き

山 田 裕 樹　
2018年３月 当社取締役

現在に至る
あら かわ ひろし

荒 川 弘　
2018年３月 当社取締役

現在に至る
おお もと かず ひろ

大 本 一 弘　
2015年３月 当社常勤監査役

現在に至る

第７号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、監査等委員会設置
会社に移行いたします。
　これに伴い、本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます荘司芳和、吉田谷
良一、山田裕樹、荒川弘の各氏および監査役を退任されます大本一弘氏に対し、それぞれ在任中の
功労に報いるため、当社所定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、そ
の具体的金額、贈呈の時期および方法等は退任取締役については取締役会に、退任監査役について
は監査等委員である取締役の協議にご一任願いたいと存じます。
　当社の役員退職慰労金は、役員退職慰労金規則に基づき算定し支給するものであるため、本議案
の内容は相当なものであると考えております。
　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」における定款変更の効力発生を条件として、
効力を生じるものといたします。

　退任取締役および退任監査役の略歴は次のとおりであります。

以　上
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地図

ホテルニューオータニ　ザ・メイン宴会場階　鶴の間
東京都千代田区紀尾井町４番１号　電話　03-3265-1111 (代表)

〈ＵＲＬ〉https://www.newotani.co.jp/tokyo

株主総会にご出席の株主様へのお土産およびお飲
み物の提供は取りやめさせていただきますので、
何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

株主総会会場ご案内図

⑤

①

弁慶橋

四ツ谷駅
１番口

●④⑥ 聖イグナチオ教会

上智大学

紀尾井ホール

入口

入口

新宿通り

紀尾井町ビル

清水谷公園
東京ガーデンテラス
紀尾井町

赤坂エクセルホテル東急

ホテルニューオータニ

(ザ・メイン)
外堀通り

迎賓館

麹町口

赤
坂
口

至半蔵門

至新宿

至
飯
田
橋

弁慶濠

(ガーデンタワー)
(ガーデンコート)

至新橋至渋谷

至三宅坂

麹町駅２番口

JR四ツ谷駅

交番

永田町駅
７番口

赤坂見附駅
Ｄ:紀尾井町口
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館内のご案内

四ツ谷駅、麹町駅方面よりお越しの方はザ・メイン宴会場階 
玄関よりお入りいただき「鶴の間」へお進みください。

赤坂見附駅、永田町駅
方面よりお越しの方は
弁慶橋を渡り、ガーデン
コートからホテルに入り、
エレベーターで５階（宴会場階）へ
お上がりいただいたのち、
「鶴の間」へお進みください。
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〈交通のご案内〉
① 東京メトロ有楽町線　麹町駅　２番口から徒歩10分
② 東京メトロ有楽町線・半蔵門線・南北線　永田町駅　７番口から徒歩10分
③ 東京メトロ丸ノ内線・銀座線　赤坂見附駅　Ｄ：紀尾井町口から徒歩10分
④ 東京メトロ丸ノ内線・南北線　四ツ谷駅　１番口から徒歩10分
⑤ ＪＲ中央線・総武線　四ツ谷駅　麹町口から徒歩10分
⑥ ＪＲ中央線・総武線　四ツ谷駅　赤坂口から徒歩10分

※当日は会場周辺道路および駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮願います。


